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要旨 

永久凍土層の地層下、および日本近海を含む世界各地の海底下において存在が確認されている

ハイドレート濃集帯の指標として、存在下限を示していると考えられている海底疑似反射面

(Bottom Simulating Reflector、以下 BSR)の探査が広く行われている。しかし、BSR からは濃集

帯の層厚を測定することはできず、また、下部にガス層がない場所ではハイドレート層との特性

の差が明瞭ではないため BSR が記録に現れてこないと考えられ、資源量の算定には不十分である。

そのため、近年では BSR 以外の物理的特性を併せての探査が行われている。ハイドレート層では

地震波速度が高くなることが知られており、速度と飽和率の相関を用いることが多いが、ハイド

レート飽和率による速度上昇の程度はハイドレートの孔隙内における存在形式により異なるとい

った課題がある。 

現在では BSR や速度以外の物理的特性に関する研究も行われている。ハイドレート層において

は減衰値も高くなることが検層波形から確認されているため、その減衰情報を基にして資源量を

評価するというものもその一つである。新たに特性として減衰を併せることにより、より安定的

な探査が可能になると考えられるが、減衰は多くの影響が複合して起こる現象であり、データか

ら算出した結果には不確実性があると考えられる。現在広く用いられている計算手法はノイズに

非常に敏感であり、新たに提案されている手法もその不確実性を見積もることはできない。 

そこで、本研究では、従来の減衰算出手法で考えられるノイズに対する安定性、計算結果の不

確実性の見積もりといった問題点に対応した新たな手法の提案を目的とした。本論文では、地層

の調査や物理的特性の計測に広く用いられている物理検層、その一種である音波検層により取得

されたデータから減衰を算出することとした。発震器から発せられた波形を距離の異なる複数の

受振器で取得することで特性を計測する手法である。 

 はじめに、広く用いられている減衰算出手法である Spectral ratio(以下 SR)、及び Centroid 

frequency shift(以下 CFS)のレビューとその問題点を考察した。次いで安定的な減衰算出手法で

ある Median frequency shift(以下 MFS)を検証した。先述のように、SR 及び CFS はノイズの影

響を非常に強く受け、MFS はノイズによる影響は抑制されるが、計算に用いる値に任意性がある

ため、結果の信頼性に問題があることが示唆された。その任意性を考慮した手法(以下 MFS-1、

MFS-2)に関しても検証したが、計算結果の不確実性を見積もることはできないことが確認された。 

 それらの問題点を考慮し、本論文では MFS を基に任意性を取り除き、結果の不確実性も見積

もることが可能な手法を 3 種(以下 MFS-3、MFS-4、MFS-5)提案した。MFS-3、MFS-4 は計算

に必要な受振器の組み合わせを任意に選択する手法であるが、任意の値を設定する必要はない。

MFS-5 は受振器の組み合わせにも計算に用いる値にも任意に設定、選択する要素はないという特

徴を有している。 

 まず簡単なモデル波形を作成し、SR、CFS、MFS-1~5 の各手法で性能評価を行った。その結

果、どの手法もノイズがまったくない場合は正確に値を算出できるが、ノイズが加わると SR、

CFS と影響を受けやすい手法では結果が著しく不安定になることが分かった。MFS-1~5 は安定

した値をとったが、用いる値に任意性がある MFS-1 ではその値に結果が大きく依存することが示

された。今回提案した手法(MFS-3~5)は他の手法と異なり標準偏差を算出することが可能であり、
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MFS-5 は標準偏差が特に小さく、安定的な手法であることが示唆された。受振器の選択に任意性

のある手法(SR、CFS、MFS-1、MFS-3、MFS-4)に関してはその影響も検証した。 

 この結果を踏まえ、次の段階として実際のデータで減衰の算出を行った。平成 11 年度基礎試錐

「南海トラフ」検層データから、2 本の坑井で取得された検層データに各手法(SR、CFS、MFS1~5)

を用いて比較した結果、モデル波形で検証した際と同様の傾向が見られた。 

 実データには速度やハイドレート飽和率などのデータがあったため、MFS-5 で求めた減衰の値

と各種データで相関を見たところ、速度と飽和率の間には比較的強い相関が、また、減衰と飽和

率との間には速度と飽和率との間の相関と同程度、ある程度の相関があった。速度と減衰が完全

な相関になっていないにもかかわらず飽和率とはどちらも同程度の相関を持っていることから、

減衰を加えることでハイドレート探査の安定性が増大する可能性が示唆された。 

 算出された減衰値が比較的大きいものだったことから、その理由の一つとして散乱減衰による

影響を考え、不均質性について計算を行ったが、今回用いた実データの精度では散乱減衰を正し

く見積もることができなかった。そこで、更に精密なデータの取得、また、震源カップリング効

果や幾何発散による影響を考慮すること、減衰の周波数依存性や音波検層以外のデータへの本提

案手法の適用などを今後の展望として掲げた。 
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1 序論 

1.1 研究背景 

ガスハイドレート(以下 GH)とは、水分子が低温高圧化においてかご構造を作り、ガスを内包し

固体化したものを指し(Sloan and Koh, 2006)、シベリアの永久凍土層の地層下（Makogon, 1997）、

および日本近海を含む世界各地の海底下において存在が確認されている（Kvenvolden et al., 

2001）。 

 

図 1.1.1 ハイドレート構造図(Kvenvolden, 1993) 

 

図 1.1.1 に示したように、メタンやエタン及び同程度の直径を持つ二酸化炭素、硫化水素など

を含有可能な程度のかごを形成するケースが多いが、ダイアモンドのような構造を作りプロパン

やイソブタンなど、更に大きい分子を含有可能なかごを形成するケースも確認されている

（Bourry et al.,2009）。GH は複数種類のガスを内包しているものの総称であり、内包している

ものがほぼメタンのみであるハイドレートをメタンハイドレート(MH)と言い、日本で産出される

ハイドレートは MH がほとんどである。 
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図 1.1.2 世界のハイドレート分布図(Kvenvolden, 1993) 

 

図 1.1.2 は世界でハイドレートが発見、あるいは分布が予測される地域を示したものであり、

丸で示されているものは海域、菱形で示してあるものは陸域である。ハイドレートでは 1m3につ

き、常温常圧で気体となった際最大 164m3までの量のガスを内包できるため、各地に存在するハ

イドレートにも大量のガス資源が内包されているのではないかと期待され、米国、日本、カナダ、

中国、インド、韓国などにおいて近年非在来型のエネルギー資源として注目されている。地層の

広範囲の分布を探査するために用いられる手法としては反射法地震探査が広く用いられており、

ハイドレートに関しては濃集帯の指標として海底疑似反射面(Bottom Simulating Reflector、

BSR)の探査が当初広く行われてきた（e.g., Ojha and Sain, 2009）。 

 

1.2 ハイドレート物質特性を利用した賦存域の探査 

1.2.1 BSRを用いたハイドレート賦存域探査 

反射法により海底を探査した際、通常の地層とは性質が大きく異なり、海底の反射記録に並行

で、位相が逆転した反射面が記録に現れることがあった。この性質から BSR と呼んでいたが、研

究により BSR が海底のハイドレートの温度・圧力における存在下限を示すと考えられるようにな

った（Tucholke et al., 1977）。ハイドレートが形成、分解される圧力と温度について、その境界

条件を示したものが図 1.2.1.1 になるが、BSR の周辺地層の予想温度、圧力がこの境界と一致し

たためである。BSR より上部ではハイドレートが存在し、下部にはハイドレートが存在しない。
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地下深くになるほど圧力は増すが地熱により温度も上昇するため、ハイドレート安定領域の境界

条件を満たさなくなるためである。BSR 下部にはフリーガス層というガス層が存在することが多

いが、これは、ハイドレート層がシール層のような役割を果たし、ガスがトラップされるためと

考えられている。また、次節で述べるがハイドレート層は高速度になるため、BSR はハイドレー

ト層の高速度層が他の低速度層に重なるその境界での反射波が記録として現れたと考えられてい

る（Stoll, 1974）。 

 

図 1.2.1.1 ハイドレート安定条件(Kvenvolden, 1993) 
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図 1.2.1.2 日本近海の BSR 分布図(林 et al., 2010) 

 

 図 1.2.1.2 は地震探査データにより作成された日本近海の BSR 分布図である。図に示されてい

るように BSR が確認されてもハイドレートの濃集帯が示唆されない地域、調査データが少ないた

め BSR は確認されるもののハイドレートの存在が不明の地域なども多い（林 et al., 2010）。 

 また、BSR によるハイドレート賦存域の探査は広範囲の探査が可能であるが、あくまでハイド

レート層の存在下限を示す指標である。ハイドレート層の層厚を測定することはできない。また、

BSR はハイドレート層と下部のガス層との特性の差から生じると考えられるが、常にハイドレー

ト層の下にガスが存在するわけではない。従って下部にガス層がない場所ではハイドレートが存

在していても BSR は記録に明確に現れてこない場合や、BSR は存在してもハイドレートが存在

しない場合がある（Ojha and Sain, 2009）。 

このように、BSR による探査には問題点もあり、ハイドレート資源量の正確な算定には不十分

であると考えられる。 

 

1.2.2 速度を用いたハイドレート賦存域探査 

 前節で指摘したように、BSR はハイドレートを探査する際、探査地域を絞り込むための指標と
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してはある程度有用であると考えられるが、それのみでは不十分である。そのため、近年では BSR

の他にハイドレート層の物理的特性を併せての探査手法に注目が集まってきている。 

ハイドレート層においては地震波速度が高くなることが知られており、その特性を用いて速度と

飽和率の相関からハイドレート層の探査が行われている（Ecker et al., 1998; Helgerud et al., 

1999; Carcione and Tinivella, 2000; Gei and Carcione, 2003）。純粋なメタンハイドレート結晶

の P 波速度は合成された試料による測定がなされており、その P 波速度は 3770m/s 程度である

（Helgerud et al., 2009）。通常、未固結堆積物での P 波速度は 1600m/s～1800m/s であるが、岩

石物理学によると、ハイドレートが未固結堆積物の粒子に接する場合には、ハイドレートが堆積

物の構造を強固にする成分として働く可能性が示唆されている(Helgerud et al., 1999)。従って、

ハイドレートが存在する層では、地震波の速度が高くなることが考えられる。実際、Priest et 

al.(2005)による室内実験では、少量のハイドレートの存在が P 波、S 波の速度に大きく影響を与

えることが確認されている。堆積物中にメタンハイドレートが存在することで、堆積物の孔隙が

埋まることで堆積層を硬化させ、地震波速度が増大することが確認されたといえるだろう。こ

のハイドレート層における速度が周囲の堆積層の速度と比べはるかに高いため、速度情報を

用いてハイドレートの資源量を把握するための研究が行われてきた（e.g., Ecker et al., 2000）。 

 

1.2.3 弾性波速度を用いたハイドレート探査における問題点 

 ハイドレート飽和率による速度上昇の程度はハイドレートの存在形式により異なるといった課

題がある。ハイドレートの存在している状態は図 1.2.3.1のように、堆積物と接触しておらず、

海水中を漂っている状態 (Suspending model)、堆積物と接触している状態(Contacting 

model)、堆積物を取り囲んでいる状態(Coating model)、の 3 種類が考えられる（Helgerud et 

al., 1999）。ハイドレートが堆積物と接触して存在している場合(図 1.2.3.1 中、右)、ハイドレ

ートがわずか数％存在するだけでも大きな速度上昇をもたらす。しかし、堆積物の孔隙内に

浮遊している場合には(図 1.2.3.1 左)、ハイドレートが存在していてもほとんど速度の変化は

起きない。 

図 1.2.3.2 はハイドレートの飽和率と速度上昇の定性的関係をグラフ化したものである。P 波、

S 波それぞれ、ハイドレートの存在形式によって速度上昇の割合が異なることがわかる。最も速

度上昇の割合が大きい、すなわちハイドレート飽和率と速度の相関が強いものは Coating model

である。次に相関が強いものは Contacting model であり、Suspending modelは最も相関が弱い。 

このように、速度とハイドレート飽和率との相関が存在形態によって異なる以上、速度のみを

用いてハイドレート飽和率を測定することは難しいと考えられる。例えばハイドレートが

Suspending model で存在した場合、飽和率が上昇しても速度はあまり変化しないため、ハイド

レートが他のモデルで存在すると考えているとその資源量は過小評価されてしまう。BSR の探査

に速度を加えてもまだハイドレートを正確に資源量評価するには不十分であると考えられる。 
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図 1.2.3.1 ハイドレートの存在形態 

 

 

図 1.2.3.2 ハイドレート飽和率と速度の定性的関係 

 

1.2.4 弾性波減衰を用いたハイドレート賦存域探査 

BSR や速度情報以外の、ハイドレート層で示される物理的特性に関する研究が行われている。

たとえば、ハイドレート層では比抵抗が高い値を取るということも知られている（e.g., 

Weitemeyer et al., 2006）。ハイドレートは形成する際に塩分を結晶から排除するため、周囲の海

水は比抵抗が低く比較的電気が流れやすいのに対し、ハイドレートは氷に近く高い比抵抗を取る
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ようになる。理論上絶縁体となることから飽和率の高い層では電気の流れが制限される。 

 また、ハイドレート層においては弾性波減衰値も高くなることが検層波形から確認されており 

（Guerin and Goldberg 2002, 2005; Matsushima 2005; Bellefleur et al. 2007; Rossi et al. 2007; 

Madrussani et al. 2010; Nittala et al. 2017）、その減衰情報を基にしたハイドレート飽和率を推

定する研究も行われている（Guerin and Goldberg 2002, 2005; Matsushima 2005）。BSR、速度

情報に加え減衰情報も併せることで、より安定的なハイドレート探査が可能になるのではないか

と考えられる。しかし、観測される減衰現象は例えばデータ取得に用いるツールによる影響（Lee 

and Waite, 2007）や坑井内の不規則性（Matsushima, 2007）、地層の不均質性（Huang et al., 2009）

など、多くの影響が複合して起こる現象であり、データから算出した結果には不確実性があると

考えられる。広く用いられている計算手法はノイズに非常に敏感であり、新たに提案されている

手法もその不確実性を見積もることが必要である。 

 従って、減衰情報を新たにハイドレート探査の指標として用いるためには、ノイズに対する安

定性、計算結果の不確実性の見積もりといった問題に対応できる計算手法が必要だと考えられる。 

 

1.3 本研究の目的・論文構成 

 本研究では、従来の減衰算出手法で考えられる問題点に対応した新たな手法の提案を目的とし

ている。数値実験により既存手法に対する提案手法の有効性を示し、日本近海のハイドレート賦

存海域で取得された実フィールドデータに適用し、その結果を様々に比較検討することで、減衰

情報のハイドレート探査指標としての有用性について検討する。なお、本博士論文は Suzuki and 

Matsushima (2013)で誌上発表された内容を中心に構成されている。 

 論文構成としては、まず第 2 章で減衰に関する理論や減衰算出の先行研究、従来の計算手法や

問題点を示し、本研究の意義を示す。 

 第 3 章で新たな手法の提案を行い、モデルデータを用いてその性能評価と従来の手法との比較

を行う。 

 第 4 章では実データを用いて減衰算出を行い、性能評価や他の物理特性との比較、相関などを

示す。 

 第 5 章でそれまでの結果を踏まえて議論、考察を行い、第 6 章で本研究の結論を示す。 
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2 先行研究 

2.1 減衰の理論 

2.1.1 Q値 

 減衰とは、波の伝播に伴って生じる波動と物質の相互作用によって地震波の振幅低下と周波数

成分の変化（低周波数成分に比べて高周波数成分の方がより減衰する）を伴う現象である。これ

は、速度に比例して抵抗力が生じるダッシュポットなどを考慮したバネ系の振動で表現できる。 
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ここで x は変位、m は質量、k はバネ定数、c は減衰係数であり、この解は定数 A、B を使って 
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となる。ここで
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となる。この式は t=1/f、2/f、3/f、…に対し
Q


ずつ振幅が減少していくことを示している。 

従って、次の関係式 
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が成り立つ。A が最大振幅、ΔA がサイクル毎に失われる振幅を示している。 

同様のことをエネルギーの次元に関する式を導出するには先の式(5)を二乗して、 
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とすることで、上記と同様に 
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が導出できる。E はエネルギー、ΔE はサイクル毎に失われるエネルギーを表している。 

この変数 Q 値が減衰を表現する物理量である。この逆数 1/Q で波の減衰の割合を示すことができ

る。 

 

2.1.2 内部減衰及び散乱減衰 

 減衰は一般的に、内部減衰(Intrinsic attenuation)と散乱減衰(Scattering attenuation)に分けら

れる（e.g., Lerche and Menke, 1986）。内部減衰は波が媒質中を通過する際、摩擦などにより弾

性エネルギーが熱エネルギーに変換されることによる弾性エネルギーの減衰を示し、散乱減衰は

媒質の不均質性によりエネルギーが空間に散逸することで見掛け上エネルギーが減衰するものを

示す。この場合には、波は広い空間・時間範囲に広がるが他のエネルギーに変換されてはいない

ため、系全体としてのエネルギー総量は減少しない。一般的には、観測される減衰現象は、以下

の(9)式に示すように内部減衰と散乱減衰の線形結合として表現される（e.g., Schoenberger and 

Levin, 1974）。(9)式中では左辺のQ
total

が減衰現象の総和、右辺のQ
rinsicint

が内部減衰、Q
scattering

が散乱減衰を示す。 

 

scatteringrinsictotal QQQ

111
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2.1.3 減衰の周波数依存性 

 減衰のメカニズムに関しては依然として充分に解明されているとは言えないが、上述した Q 値

は周波数に依存する物理量であると考えられており(Sams, et al., 1997)、そのような周波数依存

性をバネとダッシュポットで構成される様々なモデルにより表現する場合(Qaisar, 1989)や Q 値

が周波数の冪乗則に比例すると表現する場合（Jackson, 2000）などがある。しかし、Kurtuluş and 

Sertçelik(2010)は十分に周波数帯域が狭い場合を考えた際には、Q 値の周波数依存性は強くない

ので Q 値を一定とみなすことができるという実際上有用な仮定について述べている。

Patton(1998)も音波の狭い帯域を考えた際には Q 値の散乱は無視でき、周波数に依存しない Q 値

で十分な結果が得られると述べている。また、周波数には依存しないという観測結果も存在する

(McDonal, et al., 1958)。Q 値は限られた周波数範囲では周波数に依存しないとして扱われるケー

スが多い(Guerin and Goldberg, 2002)。これらに従い、本研究においては Q 値は一定で周波数に

依存しないとするモデルを用いる。 
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2.1.4 内部減衰のメカニズム 

内部減衰は波が媒質中を通過する際の弾性エネルギーの熱エネルギーへの変換であるが、特に

ハイドレート層、P 派(縦波)の場合においてはそのメカニズムはマイクロスケールでの Squirt 

flow によるものと考えられている(e.g., Chaouachi et al., 2015)。 

 

 

図 2.1.4.1 ハイドレート層トモグラフィー(Chaouachi et al., 2015) 

 

図 2.1.4.1 において、a 図は弾性波が通過する際の粒子周辺を拡大したもので、b 図の黄色点が

ガスハイドレート、灰色が媒質、水色は水を表している。P 波が媒質を通過する際、b 図の灰色

で示された媒質はマイクロスケールで前後に波の押し引きに従った動きをする。すると、表面に

存在する吸着水が押された際に噴出、引き戻した際に戻る、といったように動く。これが Squirt 

flow による減衰メカニズムの原理であり、この際に媒質、ハイドレート、水の間で摩擦が生じ、

弾性エネルギーが熱エネルギーに変換され、エネルギーの減衰が生じる。この働きが P 波の内部

減衰のメカニズムだと考えられている（Guerin and Goldberg 2005; Best et al. 2013; 

Marin-Moreno et al. 2017）。一方、S 波の減衰メカニズムについては、砂粒子同士や砂粒子とハ

イドレート結晶との剪断摩擦による波動エネルギーの損失が考えられるが、砂粒子同士の場合に

おいては摩擦は小さく、熱エネルギーへの変換は少ないとの指摘がある（Winkler et al., 1979）。

Winkler et al. (1979)は、弾性波探査のように歪みが小さい場合（10−6以下）においては、固体同

士の摩擦による波動エネルギーの損失は無視できることを指摘している。その一方で、砂粒子と

ハイドレート結晶との剪断摩擦においては、両者の弾性定数のコントラストが大きいために、両

者間での相対変位が生じることになり、剪断摩擦による波動エネルギー損失が有意であることが

指摘されている（Guerin and Goldberg, 2005）。 

  

2.2 各種地震探査データを用いた減衰解析例 

2.2.1 各種解析手法 

地表や海面から弾性波を送り、その反射波や屈折波を用いて地下の情報を探る方法が地震探査

であり、図 2.2.1.1 のように周波数の低い順に、反射法、VSP（Vertical Seismic Profiling）、坑
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井間、深海曳航、BARS(Borehole Acoustic Reflection Survey)、音波検層、室内実験などがある。

更に高周波の範囲では室内実験が加わる。一般に行われているのは反射法、コア試料を用いた室

内実験であり、この二つの周波数の間を埋めるように他の探査は行われている。また、これらの

周波数領域の隙間を埋めるように別の探査も存在する。なお、BARS 測定は受振器と発震器の間

隔を大きく取って測定を行う音波検層の一種である。 

 

 

図 2.2.1.1 各種地震探査とその周波数範囲 

 

2.2.2 VSPを用いた減衰算出 

 VSP は地表から発震した地震波を坑井内に設置した受振器で受振し、地下構造を探査する手法

である。受振器を様々な深度に設置することで、一度の発震で複数深度間のデータを得られる。

発震器が坑井の真上にある場合をゼロオフセット VSP、離れた場所にある場合はオフセット VSP

などといい、逆に坑井内で発震した地震波を地表で受振する逆 VSP などもある。ゼロオフセット

VSP では坑井近傍のデータを、オフセット VSP では発震器から受振器までの間で比較的広範囲

の記録を精度良く得られるため幅広く用いられている。ゼロオフセット VSP の観測形態は、地表

発震により発生された波動を直接波として観測できるため、弾性波減衰の算出には最も適してい

る（Matsushima et al., 2016）。ゼロオフセット VSP データを利用した減衰算出例としては、

Spectral ratio 法を用いた例（Gladwin and Stacey, 1974）、振幅減少を観測する例（Badri and 

Mooney, 1987）、初動波形の立ち上がり程度（risetime）を観測する例（Gladwin and Stacey, 1974）、

重心周波数のシフトを利用する例（Quan and Harris, 1997）、波形モデリングを利用する例

（Jannsen et al., 1985）、波形の間延びを利用する例（Hatherly, 1986）、インバージョンを利用

する例（Amundsen and Rune, 1994）がある。Tonn (1991)は 10 種類の異なる減衰手法の適用性

を比較し、いずれの手法も単体で様々な場合に対して適用性があるわけではないことを指摘し、

実際的にはSpectral ratio法や risetime法が最も一般に使用される手法であることを述べている。
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また、重心周波数のシフトを利用する手法（Centroid frequency shift 法）は Spectral ratio 法と

同様な性能を示すことも指摘されている（Matsushima, 2016）。 

 

2.2.3 音波検層を用いた減衰算出 

音波検層は物理検層の一種である。物理検層とは、坑井内に測定器を下ろし、坑井の周囲の地

層の物性、例えば比抵抗、密度、弾性波速度、孔隙率などを深度に対して連続的に計測する技術

である。地震波から速度や減衰を求めることはハイドレート探査において有用であるだけでなく、

広く地層の調査などにおいても有用であるため、様々な研究が行われてきた。 

Kuster and Tosköz (1974)は 1970 年代に二相媒質中の地震波の速度、減衰を求める理論を構築

し実験している。また、80 年代に Cheng et al. (1982)、Tosköz et al. (1985)が音波検層のログを

用いてP波、S波の速度や減衰を計算している。Goldberg and Zinszner(1989)は音波検層のログ、

室内実験の両方から P 波の減衰を求めている。 

 その後 90 年代、2000 年代と探査技術の発展に伴い、様々な地域で検層データから減衰や速度

が求められるようになった。Sams(1991)は高分解能の速度、減衰ログを作成している。

Klimentos(1990), Klimentos et al.(1995)は減衰や速度、さらに孔隙率などから地層の組成を求め

る研究を行った。多くの研究のうち、Frazer et al.(1997)の行った研究は、ソロモン諸島北の

Ontong Java Plateau の検層データを用いて減衰を算出するというもので、後に多くの地域で同

様の方法、及び改良した方法によって減衰が計算されている。Sun et al.(2000)は P 波、S 波速度

からの減衰を Monopole、Dipole からの検層データから計算している。Guerin and Goldberg 

(2002)はカナダのマッケンジーデルタ、Malik 2L-38 で、Guerin et al. (2005)は Mallik 5L-38 に

おいて減衰ログを作成している。日本においても Matsushima(2005)が南海トラフにおける減衰

ログを作成している。 

 

2.3 音波検層における減衰算出手法と問題点 

2.3.1 Spectral ratio法による減衰算出 

 Spectral ratio 法(以下、SR)は、減衰を算出する場合に広く用いられている比較的簡便な手法で

あり、二つの受振器間を波が伝達した際の波形の変化から減衰を求める(Gladwin and Stacey, 

1974)。計算の理念として、振幅スペクトルの対数が周波数軸でほぼ直線で減少していくという性

質を利用する (Tonn, 1991)。 

ある発震点に対して受振器が複数存在する場合に有効で、ある二点の受振器で得られた波形を

利用する。 

地震波減衰は以下の式(10) 

     QtfexfBAxfA  
12 ,,  (10) 

で表される。A( f, x) は周波数 f 、伝播距離 x における振幅スペクトル, Δt は二つの受振器間の

地震波到着時間の差、B は発震、受振器の特性及び幾何学的特性を含むパラメータ、x1,x2はそれ

ぞれの伝播距離であり、x2 > x1とする。 

伝播距離の異なる 2 つの波形を以下の式(11)で表す。 
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この 2 式を用いて 2 つの波形の比を取ると、下記の式(12)のように表される。 

 
)(

2

1 2

2

1

1

2

1 v

x

v

x

Q

f

x

x
e

B

B

A

A 





 (12) 

この対数をとると 

 ||ln)(||ln
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2

1

B
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v
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v

x

Q

f

A

A

x

x



 (13) 

となる。 

 Δt を波形が伝播するまでにかかる時間の差、C を定数として式(13)を置き換えることで次の式

(14)を得る。 

 
2

2

1

1

v

x

v

x
t   ||ln

2

1

B

B
C   (14) 

上式(14)を用いることで式(13)は以下の式(15) 

 
 
 

CQtf
xfA

xfA











1

2

,

,
ln  (15) 

に変換され、同式は傾きπΔt/Q を持つ f の一次関数とみなすことができる。切片 C、およびΔt

は計算可能であるため、それらを代入することにより Q を算出することができる。 

図 2.3.1.1 は SR の概念図である。 

 

 

図 2.3.1.1 SR の概念図 

 

2.3.2 Centroid frequency shift法による減衰算出 

 Centroid frequency shift 法(以下、CFS 法)は Quan and Harris(1997)により考案された手法で

Frequency Frequency 

A
m

p
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u
d

e
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あり、連続するデータ間の重心周波数の差から減衰を算出する手法である。 

 本手法では、減衰を算出するために波の伝搬過程を線形システムで表せると考える。 

発震時点での波の振幅スペクトルを S(f)、伝搬の過程で受ける影響を G(f)、H(f)、受振する波の

振幅スペクトルを R(f)とすると、波の伝搬は次の式(16)で表される。 

 

        fSfHfGfR   (16) 

 

G(f)は幾何発散や震源/受振器カップリングなどの要素であり、H(f)は減衰を表す。減衰は Ward 

and Toksöz(1971)の実験によると周波数に比例し、次の式(17)で表される。 

   




 ray

odffH exp  (17) 

この際のα0は 

 
Qv

o


   (18) 

で表される減衰係数である。 

 次いで、重心周波数を定義する。 

 発震の重心周波数を 
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dfffS
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その分散を 
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受振波の重心周波数を 
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その分散を 
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と定義する。 

 ここで発震の振幅スペクトルがガウス関数、すなわち 
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であると仮定し、さらに先述の幾何発散などの項 G が周波数に独立であると仮定する。そうする

ことで 

 
ray

oSSR dff  2
 (24) 

が成立し、 

 
 





ray

S

RS

o

ff
d

2
   (25) 

となる。 

 この式から減衰を求めるのが CFS である。 

 発震点と各受振点が一直線上に並んでいる場合、ホイヘンスの原理によりある受振点を新たに

発震点とみなすことが可能である。これにより、直線上のある受振器 i とその次の受振器 i+1 を

fsと frとみなすことができる。その場合、式(25)を次のように書き換えられる。 

 

i

ii

i
f

t
Q






2
 (26) 

上式においてΔti、Δfiはそれぞれ 

  1 iii ttt   1 iii fff  (27) 

である。音波検層ではこの式を用いて減衰を求めることができる。 

 

2.3.3 Median frequency shift法による減衰算出 

Median frequency shift(以下、MFS)は Frazer et al.(1997)が考案した手法であり、周波数およ

び深度方向に広がりのある波の中値や平均を用いることでデータに含まれるノイズを抑制させ、

安定的な減衰を求める手法である。以下、MFS により減衰を求める手順について述べる。 

 取得した検層データをフーリエ変換することにより、次の式(28)で表される深度 z 毎、一定周

波数間隔の振幅スペクトル行列 X を得る。 

 
dedzEBdzX   ),,()(),,(  (28) 

とおくことができる。ωは角周波数(ω=2πf)、z は深度、d は伝播距離、B は振幅スペクトル、E

はその他の波に影響する理論的な効果、αは減衰係数(ω/2Qv)である。 

 式(28)の対数を取り、ω/2 で割ると 
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t

X
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  (29) 

となる。 

この式の各項を置き換えることで 

 ),()(),(  zAzz   (30) 

の式を得る。ここで、 
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である。 

A(z,ω)は深度と周波数の関数であるが、周波数に依る変化に比べ深度に依る変化は非常に小さ

いため、以下では A は深度 z に依らない関数であるとみなして計算を行う。 

まず、深度方向の中値をとる。 

     ,
~

zz
median

  (32) 

次に、周波数での平均を計算する。 

     ,z
mean

  (33) 

(33)式で得た平均とのずれを計算し、その深度方向の中値を求める。 

       zzz
median

  ,
~

 (34) 

 (30)式から(34)式を引き、周波数での中値を求める。 

       
~

,ˆ  zz
median

 (35) 

この結果は 

 AzQztz ˆ)()()(ˆ 1    (36) 

と置き換えることができる。ここで は深度に依らない一定数であると考えられる。 

 この式(36)を用いて減衰を計算することが可能となる。その際、Reference depth としてある深

度ζ、およびその深度における減衰(Reference value：  Q
1 )の値を任意に設定する。 

すると Âを 

 )()()(ˆˆ 1   QtA  (37) 

と計算することができ、これを(36)式に代入することで 
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 (38) 

が導き出せる。この式を全深度に適用することで各深度の減衰を求める。 



ˆ A 
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図 2.3.3.1 MFS によるノイズ抑制効果のメカニズム 

 

 図 2.3.3.1 は MFS の非常に簡易な計算例であり、ノイズが計算過程で取り除かれていることが

わかる。 

ここまでが MFS による減衰の計算手法となるが、この段階では計算した減衰の値は相対的な

ものである。この値は設定した任意の Reference value に依存するため、絶対的な値とはならな

い。また、Reference depth の減衰は任意に設定した Reference value のままである。従って、こ

の計算を補正する必要が出てくる。Frazer et al.(1997)では発震-受振のペアを変えて減衰を数パ

ターン求め、各深度最大最小を除いた残りの値を平均して最終的な減衰としている。しかし、こ

の手法では Reference value の任意性は消えないため、他の手段で補正する必要は依然残ってい

る。 

 Sun et al. (2000)や Sun and Frazer (2000)がその補正方法を提唱しており、Sun et al. (2000)

による手法では、式(38)で求めた相対的な Q 値を絶対的な値に補正する。Sun and Frazer (2000)

による手法では、Reference value を自分で決定せず任意性のない値として算出し、それを用いて

各深度の減衰を求める。以下で両方法による計算を記述する。Sun et al.(2000) による補正では、

結果を以下のように補正する。 

Reference value として設定した  Q
relative

1
と求めるべき値  Q

absolute

1
のずれを  Q

1 とする

と、その関係は次の式で表される。 
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       111   QQQ absoluterelative  (39) 

これによると、ある深度 z における減衰値のずれは 

      
 
 zt

t
QzQzQ
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i

absoluterelative



  

 111
 (40) 

となる。 

これから 

       iiabsolutei AztzQz ˆˆ 1  
 (41) 

が導出される。 

両辺に    ztzQ irelative 1
を加えると 

           iiirelativei tQAztzQz   11 ˆˆ  (42) 

となる。 

右辺は深度に依存しない関数であり、次のように右辺を書き換える。 

     iii tQA  1ˆ  (43) 

これと先の等式から、左辺の深度方向の平均を取ったものを 

       ztzQzz irelativei
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i  1̂  (44) 

と表すことができる。 

ここでどの受振器も同じ伝達関数を持っていると仮定する、つまり iÂ は受振器に依らず同一と

みなし、二つの受振器 i、j を用いると 
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となり、これを計算することでδを求めることができる。このδを用いて 

    
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t
zQzQ

i

i
relativeabsolute




  
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 (46) 

が求められる。 

(46)式で算出された  zQabsolute

1
が補正した減衰値となる。以下、本手法を MFS-1 とする。 

なお、δを計算せずに直接 
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で  zQabsolute

1
を求めるという方法もあるが、これはノイズのある環境下では計算が正しく行え

ない(Sun, et al.,2000)。  

次に Sun and Frazer (2000) による補正の方法を記述する。 

上(18)式で波の速度を v として、ある受振器 i における i̂ を次のように書き表す。 

       iii AzQdzvz ˆˆ 11    (48) 

 diは発振器からそれぞれの受振器までの距離である。また、本補正においても



ˆ A iは i に依存し

ない関数とみなしている。 

 この式において深度 z の方向の平均をとると、以下の式 

 



ˆ i  Q1v1di 
ˆ A  (49) 

 で表される 1 点が得られる。各受振器で同様に平均を取り得られた点に最小二乗法を用いるこ

とで、



Q1
および



ˆ A を求める。この



Q1
は絶対的な値と考えられるため、この値を Reference value

における  1Q として(38)式を計算することで減衰を求める。この場合、厳密には Reference 

depthζというものは存在しないことになる。本補正において  t は受振器毎に  zt の深度方

向の平均を求め、さらにそれの全受振器での平均を取ったものを用いる。以下、本手法を MFS-2

とする。Sun et al. (2000) と Sun and Frazer (2000) の補正方法は上述のように異なっているた

め、補正後の値にも差異が生じる。 

 

2.3.4 既存手法における問題点 

 以上が既存の減衰計算手法である。しかし、データのノイズや計算に用いる値の任意性など、

実データでの減衰算出では値の信頼性に関して様々な問題点がある。SR は簡便な手法であり、広

く用いられている手法ではあるが、ノイズなどの影響を非常に受けやすく、計算結果が大きく変

動する。CFS も同様に結果が大きく変動するため、どちらも実データで信頼できる値を算出する

のは難しい。そのことに関しては次章以降でモデル波形、実データを用いて実際に減衰を算出す

ることでも確認している。 

 MFS は、上記の二手法に比べれば比較的安定した結果を求められる手法であるといえる。しか

し、Frazer et al.(1997)の手法では任意の値を与える必要があるため、その与えた値に依存する結

果となっている。一つは Reference depth の設定に関係する深度方向の任意性、もう一つは
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Reference value の値の任意性である。MFS-1 はその任意性をδで表し、結果から差し引くこと

によって補正を行っているが、これは実データでは直接を求めることが難しいため、代替的にδ

を計算しているものである。次章以降で性能評価を行うが、この手法では任意性は排除しきれず、

結果も設定した値の影響を受けたものになってしまう。また、SR、CFS、MFS-1 の各手法では

受振器のペアを決定しなければならない。これらの計算において、全ての受振器は同じ性質であ

ると仮定しているが、ノイズのある場合には全ての受振器が同じ性質であるとみなせなくなる。

そのため、受振器の組み合わせという任意性も存在する。 

 MFS-2 ではそれらの問題はないと考えられる。しかし、MFS-1、MFS-2 の両補正方法では、

結果の不確実性を測定することができない。実データを用いて計算した場合、その結果を検証す

る際に標準偏差などは重要な要素だと考えられる。そのため、それらの問題を解消した手法を提

案することが必要であると考えられる。 
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3 減衰計算手法の提案及び性能評価 

3.1 手法の提案 

前章で、各種減衰算出手法ならびにそれら手法の問題点に関して述べた。以下、本章では従来

の手法を改良し問題に対応した新たな手法の提案、及び提案手法の数値実験による性能評価を実

施する。MFS-1 においては、Reference value の任意性、およびその値をあてはめる Reference 

depth の任意性が問題となるだろう。任意に決定した Reference depth 地点の実際の減衰と

Reference value との間の値の差が結果に影響すると考えられる。 

そこで、提案する手法では、Reference value を設定する Reference depth を対象の区間全てと

定める。減衰を算出しようとする区間が z1,z2,z3,…,zNのように深度方向に N 個データを持ってい

るとする。初め z1を Reference depth として MFS-1 により減衰を計算、次に z2,…,zNでも同様

の計算を繰り返す。最終的には N 本の減衰ログが作成されるので、この平均を取り、そのログを

最終的な結果とする。計算としては次の式(50)で表される。 

 
 





 

Nz

z

absolute
average

N

Q
Q

1

1
1




 (50) 

 これにより Reference depth の任意性を排除することができるため、MFS-1 に比べより安定し

た結果が求められると考えられる。 

 また、この手法では標準偏差(Stddev：Standard deviation)も次の式(51) 
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QQ
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により求められるため、計算の不確実性も算定することが可能となる。本手法は以後 MFS-3 と記

載する。 

 次に提案する手法は MFS-2 を基にしている。MFS-2 では各受振器で振幅スペクトルの深度方

向の平均をとり、そこから最小二乗法で Reference value を求めている。提案する手法は各深度

の振幅スペクトルに最小二乗法を適用し、得られた値をその深度の Reference value として MFS

により減衰を求めるというものである。全深度で Reference value を求めるため、MFS-3 と同様

に N 本の減衰ログが作成される。それらの平均を取ることで最終的な減衰の値とする。本手法で

は MFS-3 と同様、MFS-1 および MFS-2 では算定できなかった標準偏差を求めることができる。

理論的には受振器が最低 2 個あれば最小二乗法を適用し、各深度の Reference value を計算する

ことが可能であるが、最低個数である 2 個で計算した場合 Reference value とする値が変動しや

すいことが想定される。また、その場合は使用する受振器の選定の問題も発生する。そこで、2

個以上、全受振器数未満の受振器を用いて計算するものを MFS-4、全ての受振器のデータに最小

二乗法を適用するものを MFS-5 とする。 

 本研究では以上 MFS-3、MFS-4、MFS-5 の 3 手法を提案する。本章次節以降ではモデル波形、

次章では実データを用いて MFS-1、MFS-2、MFS-3、MFS-4、MFS-5 により減衰を計算し、比

較検討していくこととする。 
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3.2 数値モデルによる性能評価 

 本節では、単純な 1 次元、3 層の速度、減衰モデルを用いて、SR、CFS、MFS-1、MFS-2、

MFS-3、MFS-4、MFS-5 の性能評価を行う。 

 

3.2.1 ノイズの影響 

3.2.1.1 ノイズのないモデルでの性能評価 

第一に、図 3.2.1.1.1 に示すノイズのない 1 次元 3 層モデルでの性能評価を行う。フーリエ振幅

スペクトルを周波数領域で得るため、合成波形を次の式を基に作成した。 

   vQfxexfA ,  (52) 

  xfA , は周波数 f、受振器-発震器間の距離 x における振幅スペクトルであり、v は速度、1/Q

が減衰値である。 

 

図 3.2.1.1.1 1 次元 3 層、減衰及び速度モデル(実線が減衰、破線が速度) 

 

 入力波は周波数の範囲 10-20kHz、周波数間隔は 0.238kHz、深度間隔は 0.15m、0m~15m お

よび 30m~45m の深度で 1/Q=0.01、v=2000m/s、15m~35m の区間で 1/Q=0.02、v=2300m/s と

した。なお、MFS での計算に必要な受振、発震機器には下図 3.2.1.1.2 に示した Dipole Sonic 

Imager(DSI)を使用する想定として性能評価している。次章で用いるフィールドデータを取得し

た機器であり、8 個の受振器を持つ音波検層ツールである。受振器は 6 インチ(15.24cm)間隔で並

んでおり、Monopole、上部 Dipole、下部 Dipole 発震器を有している。最も下部の受振器(Receiver 

No.1)と Monopole 発震器との距離は 9 フィート(2.74m)、上部 Dipole との距離は 11 フィート
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(3.35m)、下部 Dipole との距離は 11.5 フィート(3.5m)となっている。Monopole、Dipole から発

震される波は図 3.2.1.1.3 のようになる。Monopole の場合は指向性のない波が発震されることに

なり、進行方向に平行に振動する縦波(Compressional wave、P 波)となる。Dipole の場合は指向

性のある波が発震される。坑井内では一方の圧力を増加させ、他方の圧力を減少させることにな

るため、坑井をたわませながら進み受振器まで伝播することになる。低周波域では進行方向に垂

直に振動する横波(Shear wave、S 波)とみなすことができる。ねじれなど剪断性の変化を伝える

波であるため、S 波は固体中にしか伝播しない。P 波は液体中や気体中も伝播するが、媒質や状

態により速度は大きく異なる。 

 本論文ではモデル波形、実データの場合のどちらも発震器に最も近い、最下部の受振器を受振

器 1、上に進むに従い 2、3、…、とし、最上部の受振器を受振器 8 としている。これらの条件で

SR、CFS、MFS-1~5 の各手法により減衰を計算、ログを作成し図 3.2.1.1.4 に載せる。図 3.2.1.1.4

において、SR、CFS、MFS-1~5 のどの手法を用いても全く同じ結果であり、ノイズが全くない

場合は減衰を正しく測定することができるといえる。図 3.2.1.1.4 の MFS-1 では Reference depth

として 7.5m、Reference value として 1/Q=0.01 を与えた。その後 Reference depth や Reference 

value の値を任意に変更して何度か計算してみたが、結果は図 3.2.1.1.4 と同じであり、やはりノ

イズが存在しない条件下では設定する値の任意性によらず、正しい値が求められるという結果で

あった。MFS-3~5 では標準偏差を計算することが可能であるが、この場合には全深度で 0 であっ

た。 

 

 

図 3.2.1.1.2 Dipole Sonic Imager(DSI)装置図 

 

http://www.weblio.jp/content/%E5%89%AA%E6%96%AD
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図 3.2.1.1.3 Monopole、Dipole 発震概念図 

 

 

a)       SR b)       CFS c)      MFS-1 d)      MFS-2 

 

e)      MFS-3 f)      MFS-4 g)      MFS-5 

図 3.2.1.1.4 各手法により算出した減衰ログ((a):SR、(b):CFS、(c):MFS-1、(d):MFS-2、(e):MFS-3、

(f):MFS-4、(g)MFS-5、(e)、(f)、(g)の破線は標準偏差) 

  

3.2.1.2 ノイズのあるモデルでの性能評価 

 前節において、ノイズのない環境下で各手法は正しく減衰を計算できることを確認した。本節

ではモデル波形にランダムノイズを加えることで、前節よりも現実的な条件下での各手法の性能

をテストする。ノイズとして、合成波形の振幅スペクトルに標準偏差 5%のランダムノイズを加え
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た。モデル波形に設定した減衰値を originalQ 、各手法を用いて最終的に計算された減衰値を resultQ

とし、 
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で定義する RMS error の値をグラフに併記した。 

 

 

a)       SR b)       CFS c)      MFS-1 d)      MFS-2 

 RMSe=337.9% RMSe=311.0% RMSe=57.6% RMSe=4.90% 

 

e)      MFS-3 f)      MFS-4 g)      MFS-5 

 RMSe=2.93% RMSe=4.90% RMSe=4.94% 

図 3.2.1.2.1 各手法により算出した減衰ログ((a):SR、(b):CFS、(c):MFS-1、(d):MFS-2、(e):MFS-3、

(f):MFS-4、(g)MFS-5、(e)、(f)、(g)の破線は標準偏差、各手法の RMS error を上部に記載) 

 

MFS-1 においては、Reference depth を 7.5m、Reference value として 1/Q=0.01 を与えて計

算した。この結果から、SR 及び CFS はノイズによる影響が非常に大きい手法であることが示唆

される。また、MFS-1 は Reference depth と Reference value の任意性が計算結果に大きく影響
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することが考えられる。このことについては次節で更に検証を行う。MFS-2~MFS-5 では比較的

正しい減衰値に近い結果が計算できたが、MFS-3 及び MFS-4 の標準偏差は MFS-5 に比べると大

きかった。一方で RMS error に関しては MFS-3 が最も小さく、RMS-2、RMS-4、RMS-5 は同

程度の値であった。 

 

3.2.2 Reference depthおよび Reference valueの影響 

前節の結果から MFS-1 においては、Reference depth および Reference value を与える必要が

あり、その任意性が、ノイズのあるデータで計算した場合の結果に影響を与えると推測される。

そこで、本節では Reference depth を 7.5m、15m、22.5m、30m、Reference value の 1/Q を 0.01、

0.02 と変化させ各パターンで計算、減衰ログを作成し比較した。図 3.2.2.1~8 にそのログを載せ

る。これらの結果から、MFS-1 は Reference depth と Reference value の任意性に大きく依存す

る手法であることが示された。 

 

 

a)     ζ=7.5m b)     ζ=15m c)     ζ=22.5m d)     ζ=30m 

 1/Q=0.01 1/Q=0.01 1/Q=0.01 1/Q=0.01 

 

e)     ζ=7.5m f)     ζ=15m g)     ζ=22.5m h)     ζ=30m 

 1/Q=0.02 1/Q=0.02 1/Q=0.02 1/Q=0.02 

図 3.2.2.1 Reference depth(ζ)およびReference value(1/Q)を変化させたMFS-1による減衰算出

((a) ~ (d):1/Q=0.01、(e)~(h):1/Q=0.02) 
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3.2.3 使用する受振器間隔の影響 

 SR、CFS、MFS-1、MFS-3、MFS-4 の 5 手法では、計算の際に受振器を 2 つ選択する必要が

ある。3.2.1.2 節では全て受振器 1、受振器 2 の 2 つを用いた場合の図を載せている。各手法、全

パターンの RMS error を受振器間隔とクロスプロットしたものが次の図である。図中の各点に示

した数字でどの受振器のペアを用いたか示し(例：A12=受振器 1 と 2 のペア、A25=受振器 2 と 5

のペア)、ペアに用いた受振器のうち番号の小さいもので色を分けている。図 3.2.3.1 で、どの手

法も受振器間隔が狭い程 RMS error の値はばらつき、受振器間隔が広くなるにつれ収束していく

傾向が示された。各手法、受振器間の減衰を計算するというものであるため、受振器間隔が狭い

場合はノイズの影響を受けやすく、間隔が広い場合は相対的にノイズの影響が小さくなるものと

考えられる。 
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a)  SR b) CFS 

  

c) MFS-1 d) MFS-3 

 

e) MFS-4 

図 3.2.3.1 各種計算手法、受振器間隔による RMS error の比較((a):SR、(b):CFS、(c):MFS-1、

(d):MFS-3、(e):MFS-4) 

  

次に図3.2.3.2.では、同様にMFS-4で受振器間隔を変化させ求めた減衰値を7.5m、15m、22.5m、
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30m の各深度で比較した。算出された減衰値も、受振器間隔が広くなるにつれ収束していく傾向

にあることがわかる。しかし、比較的受振器間隔が広くても値が大きく異なる場合もあり、深度

15m や 22.5m など、元の減衰値が大きい場所ではその傾向も大きい。 

 

  

a) MFS-4 b) MFS-4 

 Depth=7.5m Depth=15m 

  

c) MFS-4 d) MFS-4 

 Depth=22.5m Depth=30m 

図 3.2.3.2 MFS-4 による、受振器間隔を変更した際の各深度における減衰値の比較 

  

3.2.4 受振器数の影響 

MFS-4 では、Reference value を求めるのに 2 つの受振器を用いた。SR、CFS、MFS-1、MFS-3

とは異なり、MFS-4 で用いる受振器数 2 は必要最低数であり、受振器数を増加させて計算するこ

とも可能である。MFS-4 で用いる受振器の数を増やし、全受振器、8 個のデータを使用したもの

が MFS-5 である。図 3.2.4.1 に用いる受振器数を 2、3、4、…、8 と増やしていった場合の減衰

ログを載せる。パターンが膨大になるため、使用する受振器は 2 つ用いた場合には受振器 1 と 2、

3 つの場合には受振器 1 と 2 と 3 といったように、発震器に近い受振器から計算に必要な個数選
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択するものとする。図 3.2.4.1 において、受振器数が増える程、破線で表示された標準偏差が全体

的に小さくなっていくことが示される。このことから、計算に使用する受振器を増やすことは、

安定した結果の算出に効果的であると考えられる。 

 

 

a)      MFS-4 b)      MFS-4 c)      MFS-4 d)      MFS-4 

 受振器数 2 受振器数 3 受振器数 4 受振器数 5 

 

e)      MFS-4 f)      MFS-4 g)      MFS-4 

 受振器数 6 受振器数 7 受振器数 8 

図 3.2.4.1 MFS-4 による減衰算出(使用受振器数変化) 

  

図 3.2.4.2 および図 3.2.4.3 では、受振器 1 と 3 を用いた場合と受振器 1、2、3 を用いた場合の

ように、受振器 1 を固定し、使用する受振器数は 2 つのまま受振器間隔を広げていった場合と、

計算に用いる最長受振器間隔までに存在する受振器も全て用いた場合の比較を行った。図 3.2.4.2

では減衰値と受振器数、図 3.2.4.3 では RMS error と受振器数をクロスプロットで表示した。受

振器を 2 つ以上用いたものは、各点の横に記載した数字で示している(例：A1~4=受振器 1 から 4

までの 4 つを用いた)。これらの図から、計算に使用する受振器数を増やしていくことが、必ずし

も減衰値の誤差やRMS errorを最小にするとは限らないことがわかる。受振器数を増やした場合、

ノイズの影響を受けて精度の低い受振器も計算に用いてしまうためと考えられる。 

一方、受振器を選択して使用した場合では、いくつ使うか、どの組み合わせにするかが結果に大
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きく影響する。今回の結果では、受振器 1 と 4 のペアが 7.5m、22.5m、30m 及び RMS error に

おいて最も誤差が少ないが、15m では受振器 1~7 までの 7 個を用いたものが最も誤差が小さい。

減衰値が不明である実データに用いる場合は、判断基準が存在しないため各組み合わせから最良

を選択するということは不可能であり、安定した計算には RMS-5 のように全受振器を用いるもの

が妥当ではないかと考えられる。 

 

  

a) MFS-4 b) MFS-4 

 Depth=7.5m Depth=15m 

  

c) MFS-4 d) MFS-4 

 Depth=22.5m Depth=30m 

図 3.2.4.2 MFS-4 で受振器数を変化させない場合との減衰値比較 
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図 3.2.4.3 MFS-4 で受振器数を変化させない場合との RMS error 比較 

  

3.3 性能評価のまとめ 

 本節で、ここまで性能評価を行った各手法の違いに関してまとめる。なお、提案手法は従来の

手法を改良したものであり、改良点を比較しやすい事から SR、CFS は除き、MFS-1~5 間の差を

表にした。表中、データは深度方向に N 固のサンプルを持つものとし、Reference depth をζ、

Reference value を 1/Q(ζ)で表した。 

 

表 3.3.1 MFS 各手法の比較 

 MFS-1 MFS-2 MFS-3 MFS-4 MFS-5 

任意の値の依存性の補

正方法 

相対的なQ

値を求め、そ

こからあるべ

き値とのず

れを取り去る 

各受振器で

深度方向の

平均を取り、

そこから最小

二乗法で

1/Q(ζ)を決め

る 

MFS−１を全

深度で計算

し、その平均

をとる 

各深度の振

幅スペクトル

で1/Q(ζ)を求

め減衰ログを

作成、平均を

とる 

MFS-4 を全

ての受振器

を用いて計

算したもの 

1/Q(ζ)の任意性 あり なし あり なし なし 

ζの任意性 あり なし なし なし なし 

受振器選択の任意性 あり なし あり あり なし 

重ね合わせる減衰ログ

の本数 
１本 1 本 N 本 N 本 N 本 

不確実性の検証 不可 不可 可 可 可 

 

 以下、各手法の特徴を記載する。 
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 MFS-1…Reference depth、Reference value、受振器の組み合わせなど、計算の際に任意に

決定しなければならないパラメータが多いが、本論文で用いる MFS の中では比較的簡便に

計算可能。しかし結果は任意の値に依存が大きい。 

 

 MFS-2…Reference value を求める前に深度方向の平均をとり、Reference value も最小二乗

法により求めるため任意性を排除できる。安定した結果が得られるが不確実性は評価できな

い。 

 

 MFS-3…MFS-1 では Reference depth をある 1 つの深度としているが、これを全深度に拡

張し、減衰ログを N 本求めその平均をとったもの。従って Reference depth の任意性を排除

でき、不確実性の検証も可能となる。Reference value の任意性は残る。 

 

 MFS-4…MFS-2 では Reference value を求める前に深度方向の平均をとった。MFS-4 は各

深度で最小時情報により Reference value を求め、減衰ログを作成し平均化した。任意性は

同様に排除でき、安定した結果を得られるうえ不確実性も検証可能になる。一方、計算に用

いる受振器の個数や組み合わせを自由に選択できるため、新たに任意性が生じる。 

 

 MFS-5…MFS-4 で、全ての受振器を用いて計算を行うものであり、受振器の選択に関する

任意性がなくなるため別手法とした。本論文で比較した手法の中では、任意性がなく結果の

不確実性が検証可能な唯一の手法である。 
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4 フィールドデータへの適用 

4.1 本研究で用いるフィールドデータについて 

 本章では、前章でモデル波形を用いて検証した各種減衰解析手法を実データに適用し、減衰ロ

グの比較や、減衰-速度-飽和率間の相関を取ることで検証を行う。なお、本研究では平成 11 年度

基礎試錐「南海トラフ」検層データを用いた。 

 

  a)                                 b) 

 

図 4.1.1 南海トラフ((a)Matsushima,2005、(b)Takayama, et al.,2004) 

 

 

図 4.1.2 南海トラフ断面図(Inamori, et al.,2004) 

 基礎試錐「南海トラフ」では、1 本の主坑井、2 本のパイロット坑井、3 本の追加坑井（PSW: Post 
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Survey Well 1-3）の合計で6本の坑井が掘削された。このうちPSW-1、PSW-3におけるMonopole、

Upper Dipole(以下 Dipole)の音波検層データからそれぞれの減衰を求めた。図 4.1.3 ならびに図

4.1.4 には、PSW-1、PSW-3 の P 波波形、S 波波形、ハイドレート飽和率(SH:Hydrate Saturation)、

P 波速度、S 波速度をそれぞれ示す。以下本論文では波形などの図を示す場合、特に記載のない

場合は受振器 1 で取得されたものを載せている。 

 

 

a)      PSW-1  b)     PSW-1  c)   Hydrate  d) Compressional 

Monopole Dipole Saturation Velocity 

 

e)      Shear 

Velocity 

図 4.1.3 PSW-1 データ((a):Monopole 波形、(b):Dipole 波形、(c):ハイドレート飽和率、(d):P 波速

度、(e):S 波速度) 
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a)      PSW-3  b)     PSW-3  c)   Hydrate  d) Compressional 

Monopole Dipole Saturation Velocity 

 

e)      Shear 

Velocity 

図 4.1.4 PSW-3 データ((a):Monopole 波形、(b):Dipole 波形、(c):ハイドレート飽和率、(d):P 波速

度、(e):S 波速度) 

 

 図 4.1.3ならびに図 4.1.4で示した波形から、PSW-1では 1215m-1221mおよび 1237m-1244m、

PSW-3では 1218m-1225mおよび 1235m-1260mの区間でP波の振幅が弱まっているのが確認で

きる。この区間はガス層であり、ガスの存在が P 波に影響している。これは P 波速度でも同様で、

同区間の速度は測定できなかった。そこで、Takayama, et al.(2004)に倣いこの区間での P 波速

度は 1600m/s の一定速度であるとして計算を行うこととした。なお、ガスの存在は S 波に対して

は影響を及ぼさない。また、PSW-1 の S 波速度で 1050m-1061m 間はデータが適切に取得されて

いなかったが、これはデータ取得時の問題である。 

 本データのサンプリング間隔は Monopole では 10μs、Dipole では 40μs、サンプル数は 512

である。深度方向には 0.15m 間隔でデータを取得している。減衰解析においては、不要なイベン

トを避けるために直達波はデータから分離する必要がある。そのため、窓関数を適用して波形を

切り出した。本研究では次の式 
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   xx  2cos5.05.0   (54) 

で表される Hanning window を Monopole では 200μs、Dipole では 3.2ms の幅で適用した。ま

た、データにバンドパスフィルターを適用し、使用する周波数域をMonopoleでは10kHz-20kHz、

Dipole では 500Hz-1000Hz とした。周波数間隔は Monopole で 0.179kHz、Dipole で 44.6Hz で

ある。窓関数を掛け、バンドパスフィルターを適用したショット記録と元の記録を図 4.1.5

（PSW-1:P 波）、図 4.1.6（PSW-1:S 波）、図 4.1.7（PSW-3:P 波）、図 4.1.8（PSW-3:S 波）にそ

れぞれ示す。周波数帯域を制限することでノイズを抑制し、信号が強調された。 

 

 

Band-pass filtered 

 

a)    PSW-1 Monopole b)    PSW-1 Monopole c)    PSW-1 Monopole 

 Depth=1070m  Depth=1207m  Depth=1220m 

図 4.1.5 PSW-1：P 波、 窓関数ならびにバンドパスフィルター適用前後波形 
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 Band-pass filtered 

 

a)     PSW-1 Dipole b)     PSW-1 Dipole c)     PSW-1 Dipole 

 Depth=1070m  Depth=1207m  Depth=1220m 

図 4.1.6 PSW-1：S 波、 窓関数ならびにバンドパスフィルター適用前後波形 
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 Band-pass filtered 

 

a)   PSW-3 Monopole b)    PSW-3 Monopole c)    PSW-3 Monopole 

Depth=1070m  Depth=1200m  Depth=1210m 

図 4.1.7 PSW-3：P 波、 窓関数ならびにバンドパスフィルター適用前後波形 
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 Band-pass filtered 

 

a)     PSW-3 Dipole b)     PSW-3 Dipole c)     PSW-3 Dipole 

 Depth=1070m  Depth=1200m  Depth=1210m 

図 4.1.8 PSW-3：S 波、 窓関数ならびにバンドパスフィルター適用前後波形 

  

4.2 各種減衰計算手法の比較 

 前節で示した実データを用いて減衰を算出する。計算手法はモデル波形と同様に SR、CFS、

MFS-1~5 で、PSW-1、PSW-3 の 2 点における P 波、S 波減衰を計算した。MFS-1 の Reference 

depth は 1135m、Reference value は 1/Q=0.01 としている。 
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a)       SR b)       CFS c)      MFS-1 d)      MFS-2 

 

e)      MFS-3 f)      MFS-4 g)      MFS-5 

図 4.2.1 PSW-1：P 波、 各手法により算出した減衰ログ((a):SR、(b):CFS、(c):MFS-1、(d):MFS-2、

(e):MFS-3、(f):MFS-4、(g)MFS-5、(e)、(f)、(g)の破線は標準偏差) 
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a)       SR b)       CFS c)      MFS-1 d)      MFS-2 

 

e)      MFS-3 f)      MFS-4 g)      MFS-5 

図 4.2.2 PSW-1：S 波、 各手法により算出した減衰ログ((a):SR、(b):CFS、(c):MFS-1、(d):MFS-2、

(e):MFS-3、(f):MFS-4、(g)MFS-5、(e)、(f)、(g)の破線は標準偏差) 
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a)       SR b)       CFS c)      MFS-1 d)      MFS-2 

 

e)      MFS-3 f)      MFS-4 g)      MFS-5 

図 4.2.3 PSW-3：P 波、 各手法により算出した減衰ログ((a):SR、(b):CFS、(c):MFS-1、(d):MFS-2、

(e):MFS-3、(f):MFS-4、(g)MFS-5、(e)、(f)、(g)の破線は標準偏差) 
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a)       SR b)       CFS c)      MFS-1 d)      MFS-2 

 

e)      MFS-3 f)      MFS-4 g)      MFS-5 

図 4.2.4 PSW-3：S 波、 各手法により算出した減衰ログ((a):SR、(b):CFS、(c):MFS-1、(d):MFS-2、

(e):MFS-3、(f):MFS-4、(g)MFS-5、(e)、(f)、(g)の破線は標準偏差) 

 

 実データの場合もモデルで評価した場合と同様の傾向を示している。SR、CFS といった手法の

ノイズが存在する実データへの適用は困難である。MFS-2~MFS-5 は比較的同様の結果となって

いるが、MFS-3,MFS-4 は、例えば dipole における計算結果などでは MFS-2、MFS-5 に比べる

と安定性に欠けており、標準偏差も MFS-5 に比べると大きくなっている。MFS-1 は他の MFS

とは大きく異なる結果となっているが、これは前章のモデルでの計算で示されたとおり、

Reference depth と Reference value の任意性がそのまま結果に現れていると推測される。また、

PSW-1 の S 波速度が取得できていなかった 1061m までの区間では、速度が他に比べ極端に異な

るためどの手法でも減衰も適切に算出できていない。 

次節以降ではモデル波形の場合と同様に、MFS-1におけるReference depthとReference value

の影響、MFS-4 における受振器間隔、受振器数の影響について検証する。 

 

4.3 Reference depthおよび Reference valueの影響 

前節においてモデル波形で検証したように、MFS-1 は Reference depth を定める必要があり、

その点に計算結果が依存する。そのため、本節では PSW-1、Monopole において z 方向に 50 ずつ
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(7.62m間隔)Reference depthを変化させて計算を行い検証した。図 4.3.1はそのうち z方向に 500

ずつ(76.2m)変化させていった際の減衰ログである。Reference value の任意性も同様に検証した。

4.2 節の減衰ログでは 1/Q=0.01 として計算を行っていた。Reference depth を数点選び、1/Q を

0.01 にした場合と 0.02 とした場合の比較を図 4.3.2 に示す。図 4.3.2 において、本論分で用いた

実データにおいては Reference value を変えた場合の影響は小さかった一方、Reference depth は

モデル波形と同様、結果に大きく影響することがわかる。 

 

 

a)    ζ=1058m  b)   ζ=1135m   c)   ζ=1211m   d)   ζ=1287m 

図 4.3.1 PSW-1 P 波 MFS-1 による減衰値算出(Reference depth(ζ)変化) 
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a)    ζ=1058m  b)   ζ=1112m   c)   ζ=1180m   d)   ζ=1249m 

 1/Q=0.01 1/Q=0.01  1/Q=0.01  1/Q=0.01 

 

a)    ζ=1058m  b)   ζ=1112m   c)   ζ=1180m   d)   ζ=1249m 

 1/Q=0.02 1/Q=0.02  1/Q=0.012  1/Q=0.02 

図 4.3.2 PSW-1 P 波 MFS-1 による減衰値算出 

(Reference depth(ζ)及び Reference value(1/Q)変化) 

  

4.4 受振器間隔の影響 

 本節では MFS-4 における受振器間隔、受振器数の影響について実データで検証する。ここでは

PSW-1、PSW-3 の P 波及び S 波、各 3 点で算出された減衰値を図 4.4.1~4 に示す。全体的には

モデル波形と同様の傾向であり、受振器間隔が広くなるにつれ、組み合わせの違いによる計算結

果の差は小さくなっていく傾向が見られる。しかし、受振器間隔を広くとった場合でも、組み合

わせにより結果が大きく異なってくる事が確認できる。 
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a)               Depth=1070m b)               Depth=1207m 

 

c)               Depth=1220m 

図 4.4.1 PSW-1 P 波 MFS-4 で得られた各深度における減衰値と受振器間隔の関係 

  



 56 

  

a)               Depth=1070m b)               Depth=1207m 

 

c)               Depth=1210m 

図 4.4.2 PSW-3 P 波 MFS-4 で得られた各深度における減衰値と受振器間隔の関係 
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a)               Depth=1070m b)               Depth=1207m 

 

c)               Depth=1220m 

図 4.4.3 PSW-1 S 波 MFS-4 で得られた各深度における減衰値と受振器間隔の関係 
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a)               Depth=1070m b)               Depth=1200m 

 

c)               Depth=1210m 

図 4.4.4 PSW-3 S 波 MFS-4 で得られた各深度における減衰値と受振器間隔の関係 

  

4.5 受振器数の影響 

本節では、MFS-4 において受振器数を変化させていった場合の計算結果について検証する。

PSW-1、PSW-3 の P 波、S 波減衰をグラフにし、図 4.5.1~4 に示す。モデル波形と同様、パター

ンが膨大になるため、使用する受振器の組み合わせは 2 つ用いた場合には受振器 1 と 2、3 つの

場合には受振器 1 と 2 と 3 といったように、発震器に近い受振器から計算に必要な個数選択する

ものとした。受振器数が多くなるにつれ、標準偏差が小さくなっていくことが確認できる。 

図 4.5.5~8 ではモデル波形と同様、受振器 1 は必ず計算に用いるとし、受振器数は 2 つのまま

受振器間隔を広げていった場合と、計算に用いる最長受振器間隔までに存在する受振器も全て用

いた場合の比較を PSW-1、PSW-3 の P 波、S 波減衰で行った。分類は 3.2.3、3.2.4 節と同様に

各点横の数字と各点の色で示している。図 4.5.1~4 でみられるように、受振器数は計算に大きな

影響を及ぼす。同様に、受振器の組み合わせも結果に大きく影響することが図 4.5.5~8 から読み

取れる。今回使用したデータでは、例えば PSW-3 の場合、P 波では受振器 1 と受振器 5、受振器

1 と受振器 6 の組み合わせ、S 波では受振器 1 と受振器 4、受振器 1 と受振器 5 の組み合わせで
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比較的大きい値になっている。その影響を受けてか、受振器を P 波で 5 個または 6 個、S 波で 4

個または 5 個使用した場合の減衰は、P 波で 4 個、S 波で 3 個用いた場合より大きい値になって

いる。今回は受振器 1 を固定して組み合わせや受振器数を変化させ比較したが、その他の組み合

わせでの計算も考慮すれば更に計算結果はばらつくと考えられ、その中から最適な選択を行うの

は困難であるといえる。 

 

 

a)     受振器数 2  b)     受振器数 3  c)     受振器数 4  d)     受振器数 5 

 

e)     受振器数 6  f)     受振器数 7  g)     受振器数 8 

図 4.5.1 PSW-1 P 波減衰(MFS-4、受振器数変化) 
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a)     受振器数 2  b)     受振器数 3  c)     受振器数 4  d)     受振器数 5 

 

e)     受振器数 6  f)     受振器数 7  g)     受振器数 8 

図 4.5.2 PSW-1 S 波減衰(MFS-4、受振器数変化) 
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a)     受振器数 2  b)     受振器数 3  c)     受振器数 4  d)     受振器数 5 

 

e)     受振器数 6  f)     受振器数 7  g)     受振器数 8 

図 4.5.3 PSW-3 P 波減衰(MFS-4、受振器数変化) 
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a)     受振器数 2  b)     受振器数 3  c)     受振器数 4  d)     受振器数 5 

 

e)     受振器数 6  f)     受振器数 7  g)     受振器数 8 

図 4.5.4 PSW-3 S 波減衰(MFS-4、受振器数変化) 
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a)               Depth=1070m b)               Depth=1207m 

 

c)               Depth=1220m 

図 4.5.5 PSW-1 P 波 MFS-4 で得られた各深度における減衰値と受振器数の関係 

  



 64 

  

a)               Depth=1070m b)               Depth=1207m 

 

c)               Depth=1220m 

図 4.5.6 PSW-1 S 波 MFS-4 で得られた各深度における減衰値と受振器数の関係 
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a)               Depth=1070m b)               Depth=1200m 

 

c)               Depth=1210m 

図 4.5.7 PSW-3 P 波 MFS-4 で得られた各深度における減衰値と受振器数の関係 
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a)               Depth=1070m b)               Depth=1200m 

  

c)               Depth=1210m 

図 4.5.8 PSW-3 S 波 MFS-4 で得られた各深度における減衰値と受振器数の関係 

  

4.6 窓関数の影響 

4.1 節では、hanning window を Monopole では 200μs、Dipole では 3.2ms の幅で適用した。

本節では窓関数の幅を変えることによる結果の変化を検証した。ナイキスト周波数を考慮し、

Monopole では 100μs および 300μs、Dipole では 2.4ms および 4.8ms の窓関数を適用し、それ

ぞれ MFS-5 で減衰を計算した（図 4.6.1〜4.6.4）。各図、前節までの計算に用いていた a)を基準

とすると、窓関数の幅を短くした場合は値が振れやすくなり、長めに取った場合はその逆の傾向

となる。これはあまり短すぎる場合はノイズの影響を大きく受けてしまい、長すぎる場合は長く

伝播し品質の悪くなったデータにシグナルが埋没してしまうためと考えられる。実データにおい

てはデータ毎に適切な範囲を切り取ることが必要になるだろう。 
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a)  Window b)  Window         c)  Window 

      length=200μs  length=100μs            length=300μs 

図 4.6.1 PSW-1 P 波 窓関数が波形と減衰ログに与える影響 
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a)  Window b)  Window         c)  Window 

      length=3.2ms  length=2.4ms            length=4.8ms 

図 4.6.2 PSW-1 S 波 窓関数が波形と減衰ログに与える影響 
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a)  Window b)  Window         c)  Window 

      length=200μs  length=100μs            length=300μs 

図 4.6.3 PSW-3 P 波 窓関数が波形と減衰ログに与える影響 
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a)  Window b)  Window         c)  Window 

      length=3.2ms  length=2.4ms            length=4.8ms 

図 4.6.4 PSW-3 S 波 窓関数が波形と減衰ログに与える影響 

  

4.7 各計算結果の相関 

 これまでに求められた結果や既存の速度データなどからクロスプロットを作成し、データの関

係性を調べた（図 4.7.1〜4.7.14）。その際、PSW-1、PSW-3 の Monopole で、ガスの影響により

データを取得できず、P 波速度を 1600m/s とした区間、および PSW-1 の Dipole で、データを適

切に取得できなかった 1050m-1061m の区間は除外した。また、減衰は MFS-5 により求めた値

Qp、Qs を用いている。各クロスプロットには近似直線と相関係数の二乗（決定係数）を記載し

てある。更に、クロスプロット中の各点はもう一つパラメータを用いて分類している。例えば、

図 4.7.1 では飽和率と減衰でクロスプロットを作成しているが、各点を更に速度で分類している。

分類に用いたパラメータの最大値と最小値を上限、下限として 5 等分し、各クロスプロットで用

いたパラメータは図の下部に記載した。 

 図 4.7.1、図 4.7.3 は飽和率－減衰の相関をとったものであり、速度により分類した。同様に図

4.7.2 と図 4.7.4 は飽和率－速度の相関をとり、減衰で分類した。PSW-3、飽和率‐減衰の相関以

外は S 波での相関の方が強いが、全体的には飽和率‐減衰と飽和率‐速度は同程度の相関だとい

える。また、図 4.7.5~6 や図 4.7.1~4 の分類から速度‐減衰の相関の強さが確認できる。これは

減衰を求めるために速度を用いることも一因であると考えられる一方、完全に一致はしていない。 
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 図 4.7.7~12 は図 4.7.1~6 と同様のクロスプロットだが、ハイドレート飽和率が 0%である場所

を除外して作成した。全データで相関をとった場合と比べると、PSW-1 P 波の速度と飽和率、あ

るいは減衰と飽和率の相関は同程度だが、PSW-1 S 波及び PSW-3 P 波、S 波の場合は相関が強

くなった。速度‐減衰間では PSW-3 P 波以外は強い相関を示している。図 4.7.11~12 では飽和率

で分類しているが、そこから飽和率の高い箇所では速度、減衰ともに大きい値をとる傾向が見て

とれる。図 4.7.7~10 での相関とあわせて考えると、速度、減衰の両者を用いることで高飽和率の

箇所をより高い精度で推定できると期待される。 

 図 4.7.13~14 は逆に、ハイドレート飽和率が 0%の区間のみを抽出し相関を取ったものである。

分類に飽和率を使用できないため、MFS-5 により求められた標準偏差を分類のためのパラメータ

とした。この場合には、S 波において減衰と速度は強い相関があるが、P 波減衰においてはそこ

まで強い相関は見られない。 

この図においては、比較的高減衰の点と低減衰の点、また、低減衰の点は更に 1900m/s 前後を

境にして分かれているように見える。 

そこで、それらの分類を試み、深度の図にしたものが図 4.7.15~16 である。この際、速度 1600m/s

とした区間もグラフ作成に用いている。今回は低減衰と高減衰の分かれ目、低減衰の塊で速度

1900m/s を境としてグループ 1、2、3 とした。その他の速度 1600m/s 区間や速度 2100m/s を超

える点はグループ 0 とした。 

グループ 3 は比較的深部に集まっている。基本的に音波速度は深部にいくにつれ上昇していく性

質があるため、グループ 2 と分かれているように見えるがこれは本質的には変わらないものと考

えられる。グループ 1 の高減衰はハイドレート賦存域の下限付近に見られる。今回はハイドレー

トの飽和率が既に判明しており、図 4.7.13~14 では飽和率 0%の区間を取り出すことができた。実

際には図 4.7.5~6 のようになるため容易に取り出すことは難しい。更に飽和率と減衰、速度で強

い相関が取れれば、低飽和率の区間を分類可能になり、そうすれば今回図 4.7.15~16 で示された

ような分類が顕著になる可能性がある。その場合、ハイドレートの存在下限を示す一つの指標と

して用いることも期待される。 

本節までに、実データを用いて様々な手法で減衰を算出してきた。相関から速度と同程度にハ

イドレート賦存域を探査する指標としての有用性が示唆された。そして、計算された減衰には、2

章で示したように内部減衰と散乱減衰が含まれている。このうち、散乱減衰に関しては媒体の不

均質性が影響することがわかっている。次節では不均質性の減衰への影響を考える。 
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a)                                       b) 

  

 

 

 

図 4.7.1 PSW-1 飽和率‐減衰クロスプロット((a)P 波、(b)S 波、速度による分類) 

 

 a)                                       b) 

  

 

 

 

図 4.7.2 PSW-1 飽和率‐速度クロスプロット((a)P 波、(b)S 波、減衰による分類) 

 

  

Vp[m/s] 

  2700 < Vp   2400 < Vp < 2700   2100 < Vp < 2400 

  1800 < Vp < 2100   Vp < 1800 

y=0.0018x+0.0347 R2=0.2813 y=0.0063x+0.1024 R2=0.2829 

y=8.1577x+1834.1 R2=0.2863 y=6.7278x+551.71 R2=0.2935 

Vs[m/s] 

  1200 < Vs   1000 < Vs < 1200   800 < Vs < 1000  

  600 < Vs < 800     Vs < 600 

Qp 

  0.16 < Qp    0.12 < Qp < 0.16   0.08 < Qp < 0.12 

  0.04 < Qp < 0.08    Qp < 0.04 

Qs 

  0.7 < Qs     0.5 < Qs < 0.7      0.3 < Qs < 0.5 

  0.1 < Qs < 0.3      Qs < 0.1 



 73 

 a)                                       b) 

  

 

 

 

図 4.7.3 PSW-3 飽和率‐減衰クロスプロット((a)P 波、(b)S 波、速度による分類) 

 

 a)                                       b) 

  

 

 

 

図 4.7.4 PSW-3 飽和率‐速度クロスプロット((a)P 波、(b)S 波、減衰による分類) 

  

y=0.0015x+0.0311 R2=0.342 y=0.007x+0.1577 R2=0.3086 

y=6.6135x+1802.2 R2=0.3675 y=7.8419x+537.32 R2=0.3693 

Vp[m/s] 

  2700 < Vp   2400 < Vp < 2700   2100 < Vp < 2400 

  1800 < Vp < 2100   Vp < 1800 

Vs[m/s] 

  1200 < Vp   1000 < Vp < 1200   800 < Vp < 1000  

  600 < Vp < 800     Vp < 600 

Qp 

  0.16 < Qp    0.12 < Qp < 0.16   0.08 < Qp < 0.12 

  0.04 < Qp < 0.08    Qp < 0.04 

Qs 

  0.7 < Qs     0.5 < Qs < 0.7      0.3 < Qs < 0.5 

  0.1 < Qs < 0.3      Qs < 0.1 
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 a)                                       b) 

  

 

 

 

図 4.7.5 PSW-1 速度‐減衰クロスプロット((a)P 波、(b)S 波、飽和率による分類) 

 

 a)                                       b) 

  

 

 

 

図 4.7.6 PSW-3 速度‐減衰クロスプロット((a)P 波、(b)S 波、飽和率による分類) 

  

y=0.0002x-0.2766 R2=0.6058 y=0.0009x-0.3777 R2=0.828 

y=0.0002x-0.2502 R2=0.4406 y=0.0009x-0.326 R2=0.8427 

SH[%] 

  70 < SH      50 < SH < 70       30 < SH < 50 

  10 < SH < 30        SH < 10 

SH[%] 

  70 < SH      50 < SH < 70       30 < SH < 50 

  10 < SH < 30        SH < 10 

SH[%] 

  70 < SH      50 < SH < 70       30 < SH < 50 

  10 < SH < 30        SH < 10 

SH[%] 

  70 < SH      50 < SH < 70       30 < SH < 50 

  10 < SH < 30        SH < 10 
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a)                                       b) 

  

 

 

 

図 4.7.7 PSW-1 飽和率 0%区間を除いた飽和率‐減衰クロスプロット 

((a)P 波、(b)S 波、速度による分類) 

 

 a)                                       b) 

  

 

 

 

図 4.7.8 PSW-1 飽和率 0%区間を除いた飽和率‐速度クロスプロット 

((a)P 波、(b)S 波、減衰による分類) 

  

y=0.0012x+0.058 R2=0.2947 y=0.0059x+0.1198 R2=0.408 

y=6.0232x+1918.8 R2=0.2443 y=6.5482x+558.83 R2=0.47 

Vp[m/s] 

  2700 < Vp   2400 < Vp < 2700   2100 < Vp < 2400 

  1800 < Vp < 2100   Vp < 1800 

Vs[m/s] 

  1200 < Vp   1000 < Vp < 1200   800 < Vp < 1000  

  600 < Vp < 800     Vp < 600 

Qp 

  0.16 < Qp    0.12 < Qp < 0.16   0.08 < Qp < 0.12 

  0.04 < Qp < 0.08    Qp < 0.04 

Qs 

  0.7 < Qs     0.5 < Qs < 0.7      0.3 < Qs < 0.5 

  0.1 < Qs < 0.3      Qs < 0.1 
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 a)                                       b) 

  

 

 

 

図 4.7.9 PSW-3 飽和率 0%区間を除いた飽和率‐減衰クロスプロット 

((a)P 波、(b)S 波、速度による分類) 

 

 a)                                       b) 

  

 

 

 

図 4.7.10 PSW-3 飽和率 0%区間を除いた飽和率‐速度クロスプロット 

((a)P 波、(b)S 波、減衰による分類) 

  

y=0.0009x+0.063 R2=0.405 y=0.006x+0.212 R2=0.5771 

y=6.0023x+1834.8 R2=0.4548 y=6.3676x+615.84 R2=0.5991 

Vp[m/s] 

  2700 < Vp   2400 < Vp < 2700   2100 < Vp < 2400 

  1800 < Vp < 2100   Vp < 1800 

Vs[m/s] 

  1200 < Vp   1000 < Vp < 1200   800 < Vp < 1000  

  600 < Vp < 800     Vp < 600 

Qp 

  0.16 < Qp    0.12 < Qp < 0.16   0.08 < Qp < 0.12 

  0.04 < Qp < 0.08    Qp < 0.04 

Qs 

  0.7 < Qs     0.5 < Qs < 0.7      0.3 < Qs < 0.5 

  0.1 < Qs < 0.3      Qs < 0.1 
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 a)                                       b) 

  

 

 

 

図 4.7.11 PSW-1 飽和率 0%区間を除いた速度‐減衰クロスプロット 

((a)P 波、(b)S 波、飽和率による分類) 

 a)                                       b) 

  

 

 

 

図 4.7.12 PSW-3 飽和率 0%区間を除いた速度‐減衰クロスプロット 

((a)P 波、(b)S 波、飽和率による分類) 

  

y=0.0002x-0.2463 R2=0.8075 y=0.0009x-0.3892 R2=0.886 

y=0.0001x-0.1475 R2=0.5341 y=0.0009x-0.3441 R2=0.8949 

SH[%] 

  70 < SH      50 < SH < 70       30 < SH < 50 

  10 < SH < 30        SH < 10 

SH[%] 

  70 < SH      50 < SH < 70       30 < SH < 50 

  10 < SH < 30        SH < 10 

SH[%] 

  70 <  SH     50 < SH < 70       30 < SH < 50 

  10 < SH < 30        SH < 10 

SH[%] 

  70 <  SH     50 < SH < 70       30 < SH < 50 

  10 < SH < 30        SH < 10 
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 a)                                       b) 

  

 

 

 

 

図 4.7.13 PSW-1 飽和率 0%区間における速度‐減衰クロスプロット 

((a)P 波、(b)S 波、標準偏差による分類) 

 a)                                       b) 

  

 

 

 

 

図 4.7.14 PSW-3 飽和率 0%区間における速度‐減衰クロスプロット 

((a)P 波、(b)S 波、標準偏差による分類) 

 

y=0.0001x-0.2183 R2=0.297 y=0.0008x-0.3453 R2=0.7449 

y=0.0001x-0.1842 R2=0.2251 y=0.0009x-0.3368 R2=0.7734 

Stddev 

  0.04 < Stddev    0.0375 < Stddev < 0.04 

0.035 < Stddev < 0.0375 

0.0325 < Stddev < 0.035   Stddev < 0.0325 

Stddev 

  0.225 < Stddev    0.2 < Stddev < 0.225 

0.175 < Stddev < 0.2 

0.15 < Stddev < 0.175   Stddev < 0.15 

Stddev 

  0.042 < Stddev    0.04 < Stddev < 0.042 

0.038 < Stddev < 0.04 

0.036 < Stddev < 0.038   Stddev < 0.036 

Stddev 

  0.24 < Stddev   0.21 < Stddev < 0.24 

0.18 < Stddev < 0.21 

0.15 < Stddev < 0.18   Stddev < 0.15 
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図 4.7.15 PSW-1 P 波 ハイドレート飽和率 0%区間の分類 
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図 4.7.16 PSW-3 P 波 ハイドレート飽和率 0%区間の分類 

 

4.8 不均質性の減衰への影響 

 Wu and Aki(1988)は波数 k と不均質性の特徴的な大きさ a の積 ka による散乱減衰の分類を提

唱している。 

波数 k は波長λを用いて 

 2k  (55) 

で定義される。 

a は次の式 

       


tstsACF
N

t 0

 (56) 

より波の自己相関を求め、その値が 1/e (e はネイピア数)となる点までの距離とされる。 
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 Wu and Aki(1988)では ka の値により、ka<0.01、0.01<ka<0.1、0.1<ka<10、10<ka の 4 種に

分類している。 

(1) ka<0.01 の場合：準均質媒体(quasi-homogeneous regime)となる。波長が不均質性のサイ

ズに比べ十分大きい場合である。この場合は不均質性を無視し、等価均質媒体として扱え

る。 

(2) 0.01<ka<0.1 の場合：レイリー散乱過程(Rayleigh scattering regime)となる。散乱効果を

ボルン近似(1 次散乱過程)として扱える。散乱強度が波長の 4 乗に反比例し、前方と後方の

散乱強度が同程度になる(等方散乱)。 

(3) 0.1<ka<10 の場合：ミー散乱過程(Mie scattering regime)となる。不均質性のサイズと波長

が同程度な場合、散乱効果が最も重要となる。ka が大きくなるにつれ、散乱は前方への指

向性が強くなっていく。 

(4) 10<ka の場合：前方散乱過程(forward scattering regime)となる。波長に比べて不均質性の

サイズが十分大きい場合、前方散乱が卓越し、後方や側方への散乱は無視できる程度弱く

なる。このように散乱の方向が小角度に収まる場合、散乱減衰の問題は屈折や干渉の問題

へと転じ波線理論を適用可能になる。 

 

従って、この分類によると散乱減衰が最も重要になるのは波長と不均質性のサイズが同程度な

(3)のケースになり、散乱減衰を見積もることができるためにはデータがその条件を満たしていな

ければならない。この分類を本論文で用いたデータに適用すると、λは PSW-1 の Monopole では

0.08~0.27、PSW-3 の Monopole では 0.08~0.28、PSW-1 の Dipole では 0.40~2.43、PSW-3 の

Dipole では 0.36~2.49 の範囲であり、従って k は PSW-1 の Monopole で 23.3~78.5、PSW-3 の

Monopole で 22.4~78.5、PSW-1 の Dipole で 2.59~15.7、PSW-3 の Dipole で 2.52~17.5 となる。

次に a の計算にあたり、PSW-1、PSW-3 の P 波および S 波速度を用いて自己相関を計算した（図 

4.8.1）。図 4.8.1 において、破線が 1/e を表しており、自己相関との交点の Lag が a となる。P

波では a は約 4m、S 波では約 7m となる。これから ka を計算すると、PSW-1 Monopole では

93.2~314、PSW-3 Monopole では 89.6~314、PSW-1 Dipole では 18.1~109.9、PSW-3 Dipole で

は 17.6~122.5 となる。これを先述の分類に当てはめると(4)の前方散乱過程となる。この場合、

不均質媒体は区分された均質媒体のようにふるまい、散乱減衰の問題は屈折や干渉の問題へと転

じる。しかし、ここで注意しなければならない点は、速度検層ログの深度方向の空間サンプリン

グが 0.15 m であるため、サンプリング定理により本来存在する 0.3 m 以下規模の不均質性を評価

できていないということである。 

  



 82 

 

 a) PSW-1 Monopole b) PSW-3 Monopole c) PSW-1 Dipole d) PSW-3 Dipole 

図 4.8.1 速度検層ログの自己相関関数 
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5 議論・考察 

5.1 提案手法の有効性と限界 

 本論文では、MFS を改良し MFS-3、MFS-4、MFS-5 を提案した。3、4 章での検証結果によ

り改良手法の安定性、特に MFS-5 の安定性が示されたと考えられる。 

モデル波形を用いた性能評価から、SR や CFS はノイズの影響を非常に受けやすい手法である

ことが示された。実データの場合も同様で、使用したデータは詳細なノイズ処理を施していない

点はあるものの、減衰が正しく計算できたとは考えにくい。RMS エラーも 500%超の値を示すな

ど、結果と実際の値との誤差は非常に大きいものとなった。実データは必ずノイズを含んでいる

ことが一般的であるため、SR や CFS を用いて減衰を求めることは適切ではないといえる。シグ

ナルとノイズを完全に分離することができるならば減衰を適切に求められるが、音波検層に含ま

れるノイズは複雑な坑井内環境や検層機器を複雑に伝播する波動場が混入していることが多いた

め、完全なノイズ抑制は現実的には不可能であり、MFS によって減衰を算出するほうが安定的な

解を得られるだろう。MFS の場合、SR や CFS に比べノイズのある環境下でもかなり安定した解

が得られた。これは、計算結果が悪いものも良いものも全て足し合わせて平均する過程で、質の

悪い結果が最終的な解に与える影響が小さくなったことに起因すると思われる。 

MFS-1 は Reference depth と Reference value の任意性があり、選択する値に計算結果が大き

く影響を受けた。そのため、Reference depth と Reference value を適切に設定しなければ良い結

果は得られないという問題があった。また、標準偏差も求められなかったが、全ての深度を

Reference depth とする MFS-3 の手法では比較的安定的な値が得られた。しかし、Reference 

value の任意性の問題は依然として残っている。Reference depth は有限であり、全ての深度を設

定して計算を繰り返し平均することで任意性をなくすことができる。一方で Reference value は

どのような値でも設定可能であり、理論的には無限のパターンがある数である。従って、どのよ

うな値を設定したとしても任意性を完全には排除しきれない。そのため、MFS-3 の結果は比較的

安定していたが、Reference 決定の際の任意性を完全になくすという目的は達成できていない。 

MFS-2 は非常に安定的な計算手法であり、Reference value や Reference depth を設定する必

要がないため、計算者の任意性が入る問題もない。しかし、標準偏差は求められないため、結果

が安定的かどうかを判断する方法がなかった。モデル波形の場合は設定した値がわかっているた

め性能評価できたが、実データの場合には判断不能だった。MFS-4、MFS-5 はその点に対応する

ために本研究で提案した手法であり、今回の研究では結果的に解は MFS-2 とほぼ同様であったが、

標準偏差を算出可能であるという点でより改善された手法であると考えられる。 

 

5.2 受振器間隔ならびに受振器数が減衰結果に及ぼす影響 

 MFS-2、MFS-5 を除く他の 5 手法では、計算に使用する受振器の組み合わせを選択しなければ

ならない。MFS-4 においては使用する受振器の数に関して最適化する余地がある。 

まず受振器間隔に関して、3、4 章では最も近い受振器 1、2 のペアを用いて得た減衰ログを載

せた。しかし、この結果はモデル波形でのテスト及び全パターン（本文には未掲載）のログから

もわかるように、安定的な結果でないことが示唆される。Spencer et al. (1982)はこのことに関し、
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SR では受振器間隔が短い場合、受振器間の減衰よりも周囲の層序による影響を強く受けるとして

いる。このことは CFS、MFS 各手法にも当てはまると考えられる。全体的な誤差の程度と考え

られる RMS error を見てみると、受振器間隔を広くしていった場合、一般的に解が安定していく

傾向にあるといえる。MFS では受振器毎の値の違いから最小二乗法により直線を求め、その傾き

や切片を用いて解を求めるため、受振器間隔が狭い場合には直線が変動しやすく、結果的に解も

不安定なものになるのだと考えられる。とはいえモデル波形での結果からも見て取れるように、

手法により、また深度毎に最も優れた結果となる受振器の組み合わせは異なり、必ずしも最長間

隔が最良の結果とはなっていない。 

一方、MFS-4 において受振器数を増やした場合、解に与える影響はあまりなく、最大受振器間

隔の組み合わせの結果とほぼ同一となった。これも同様に、受振点を多く、また、受振器間隔の

広い点を含んだほうが安定して最小二乗法により直線を求められるためと考えられる。では、受

振器は間隔が最長となる組み合わせの二つを使えばよく、全受振器の値を使う必要はないのだろ

うか。そもそも、受振器の組み合わせを変えることによって解が変動するのは、ノイズなどの影

響により各受振器で得られるデータの質が異なっていることが原因である。全ての受振器で同程

度の質のデータが得られたのなら、データは受振器間隔に比例して一直線上に並び、どの受振器

を組み合わせて用いても最小二乗法により求められる直線は同一のものとなると考えられる。今

回は確認できなかったが、仮に受振器 8 で得られたデータの質が悪かった場合、受振器 1 と 8 の

データのみから Reference value を求めた場合、最終的な減衰ログは質の悪いものとなることが

予想される。また、深度によりデータの質が悪い受振器も異なるだろう。全受振器を用いて計算

することで、ある受振器で得られたデータの質が悪かった場合の影響を少なくすることができる

と考えられる。そのため、本研究で提案した MFS-5 はノイズのある場合において、他の手法より

安定的な解を得られる手法だと考えている。 

Matsushima et al. (2018)では地震波干渉法により受振点を発震点とし、データ取得間隔を細か

くすることを試みている。その場合、深度分解能が向上することにより細かい地層の変化も確認

できるが、ノイズにも敏感になり解の安定性は下がるため、深度分解能と安定性はある種トレー

ドオフの関係になる。その場合、例えば最も近い受振器のデータは計算に含まないなど、両者の

バランスを取っていくことも考える必要があるだろうと述べられている。今回はモデルでの結果

なども参考に最も近い受振器 1 も含めたが、データの質や受振器への距離などは実データを扱う

際には考慮すべきものであるだろう。 

 

5.3 散乱現象•震源カップリング•幾何発散の影響 

今回計算した減衰の値は、Guerin and Goldberg (2002)で計算されているカナダの Mallik 

2L-38 における値よりも全体的に高減衰を示している。その一つの理由としては散乱減衰による

影響が考えられる。ハイドレート層が 50m~250m にもなるカナダの Mallik (Guerin and 

Goldberg, 2002)などとは大きく条件が異なり、対象とした南海トラフのハイドレート層は Tsuji, 

et al.(2004)に記述されているように、層厚 1m 未満の薄い層が砂泥互層に細かく入り込んでいる

ものであり、ハイドレート層全体としても 14m 程度のものである。 
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Mallik 2L-38 では波長は P 波、S 波ともに 1m 未満であり、不均質性のサイズは 10m 程度と

見積もられている(Huang et al., 2009)。Wu and Aki (1998)による散乱現象の分類によれば、ka

の値は 60 超となり、前方散乱過程となる。前方散乱が卓越する場合では、散乱減衰の問題は散乱

よりもむしろ屈折などの問題に転じると解釈される。南海トラフのケースでも分類では前方散乱

過程となるが、今回用いたデータでは、音波検層データは坑井に沿って 0.15m 間隔で取得されて

いるので、ナイキストのサンプリング定理に従うと 0.3m 以下のサイズの不均質性は正しく見積

もれない。従って、本論文で用いた音波検層のログでは散乱減衰を正しく見積もることはできず、

不均質性のサイズを過剰に見積もっている可能性がある。今回の周波数範囲と音波速度の場合、

最も散乱の影響が大きくなるミー散乱過程(0.1<ka<10)の不均質性のサイズを適切に見積もるに

は、P 波では 0.65mm、S 波では 2.85mm の間隔でデータを獲得する必要がある。 

Lee(2006), Lee and Waite (2007)によると、振幅の減少には震源カップリング効果によるもの

も含まれているとのことである。Mallik 5L-38 の音波波形を用いて解析を行い、震源カップリン

グ効果による振幅の減少は無視できないものであるということを示している。彼らは音響源がエ

ネルギーを媒体に伝達させる効率は、震源と媒体の境界間の弾性パラメータに大きく依存してい

ると指摘し、音波検層ログの振幅を半定量的に解析するため、Lee and Balch (1982)と Lee (1986)

より、低周波数、遠地近似を仮定して放射パターンを計算している。彼らの解析結果では、Mallik 

5L-38 のハイドレート層における振幅ロスのうち半分以上は震源カップリング効果によるものと

している。坑井内環境の物理特性を検証するには速度や減衰を変えて合成波形を作成することが

有用であり、Guerin and Goldberg (2002)では坑井が無限弾性媒質中の流体で満たされた無限に

続く円柱であると仮定し、Tsang and Rader (1997)、Cheng and Toksöz (1981)、Kurkjian and 

Chang (1986)で示されたモデリング技術を使っている。震源カップリング効果の算出にはこのよ

うなモデリング技術が必要であり、散乱減衰による影響を検証する際にも重要な要素だと考えら

れる。 

また、Matsushima et al. (2016)では、ゼロオフセット VSP のデータを用いて地震波干渉法を

用いて、SR と MFS-5 により減衰を算出している。ミー散乱過程は周波数成分に対する変化が大

きくなる一方、前方散乱過程は周波数成分の変化なく振幅が大きく変化しうることを意味する。

従って散乱過程をその二つのみ考慮した場合、SR ではミー散乱過程による減衰は計算可能だが前

方散乱過程に関しては計算できない、一方 MFS はどちらも計算可能であると計算結果から指摘

している。また、Sun et al. (2000)では幾何発散を、合成波形を作成して計算に加えることで考慮

しているが、本論文では計算していない。Liang et al. (2017)は MFS による計算では幾何発散が

過大に見積もられ、補償する必要があると述べている。実際にどれほどの影響があるか、合成波

形を利用した散乱減衰や幾何発散の見積もりは今後の課題として考える必要があるだろう。 

 

5.4 速度と減衰の比較 

速度、減衰のどちらも地震波が P 波の場合と S 波の場合で性質が異なるため、それぞれの場合

について議論をしていくこととする。 

まず P 波の場合について考える。先述のように P 波は媒質にガスなどがあると大きく伝播速度
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に影響する性質があり、一般に気体<液体<固体の順に速度は大きくなる。ハイドレートが存在す

る場合は媒質中に占める固体の割合が増えるため、高速度になっていると考えられる。逆に、気

体でガス層がある場合は散乱し、今回使用したデータのように記録が不明瞭になってしまう。従

って、ハイドレート層下部のフリーガス層のデータは P 波速度では適切に取得できないと考えら

れる。 

P 波減衰の場合は、今回の計算結果から判断するとガス層であっても記録からある程度計算可

能ではないだろうか。計算した減衰ログでは速度が測定できなかったガス層においても減衰を求

めることができた。結果を信頼するにはもう少しモデル波形などでテストが必要だと思われるが、

MFS が比較的 S/N 比の悪い区間でも有効であったため、ある種の解の安定性を示しているので

はないだろうか。 

P 波減衰がハイドレート層で大きくなることに関しては、先述した Squirt flow の影響により、

内部減衰が大きくなったことで高減衰を示したと考えられる。砂粒子-ハイドレート間に存在する

砂粒子の吸着水の流れが波の伝播により誘引されることに伴う、固体と流体間の摩擦により弾性

波エネルギーが熱エネルギーに変換されることで、ハイドレート層では内部減衰が大きくなると

いうメカニズムが観察されている（Sell et al., 2018）。しかし、それだけではハイドレート層の顕

著な高減衰の説明には不十分であると考えられる。Marin-Moreno et al. (2017)はその不足に相当

するものとして、ハイドレートの内部にも孔隙と液体が存在し、従って同様によりミクロのスケ

ールでも Squirt flow による摩擦が発生し、減衰しているというモデルを提唱している。 

S 波の場合、孔隙に含まれる液体や気体の影響を受けることは極めて少ないため、今回の記録

でもフリーガス層において S 波の波形が乱れるということはなかった。Winkler et al. (1979)は、歪

みが 10-6より小さい場合は固体間における摩擦による地震波減衰は無視できると指摘している。

通常の地震探査においては、歪みは 10-6より小さいため砂粒子とハイドレート間における摩擦に

よる減衰は無視できる。また、S 波の場合、Squirt flow は発生しないためこの効果も無視できる。

S 波減衰の要因として考えられるものとして、Guerin and Goldberg (2005)では固体同士の弾性

定数のコントラストに伴う摩擦による減衰メカニズムを提唱している。すなわち、砂粒子はハイ

ドレート粒子よりも固いため、砂粒子-ハイドレートの２種類の固体が応力を受ける際に、より柔

らかいハイドレートが大きく変形することとなり、２種類の固体間で相対変位が生じ、その摩擦

が減衰の要因となるというものである。 

ハイドレート結晶が孔隙を充填して存在する場合（いわゆる孔隙充填型）、ハイドレートがどの

ような形態で孔隙を充填するか（孔隙内を浮遊して存在するのか、砂粒子に付着するのか、それ

とも砂粒子同士をセメンチングするのか）によって、ハイドレートを含む地層の P 波ならびに S

波速度特性が異なってくる。とりわけ、砂粒子に付着する形態の場合は、マトリックス部分の弾

性率を向上する作用がある。この場合、数％のハイドレート濃集率でも、ハイドレート層の弾性

波速度は飛躍的に大きくなることが知られている。その意味で、速度情報からハイドレート飽和

率を推定することには不確実性が存在する。Zhan and Matsushima (2018)はハイドレート層にお

ける弾性波減衰も、ハイドレートの孔隙内形態に依存することを指摘している。地震波速度につい

ては歴史的に見ても室内実験ならびに岩石物理学的検討が詳細に実施されてきており、また速度解析
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技術も高度に確立しているが、減衰メカニズムに関する研究は進展途上にあり、観測・解析された地

震波減衰のメカニズムについては不明瞭な場合や議論の余地がある場合が多いため、今後一層の研究

が必要であるだろう。 

 

5.5 周波数依存性 

今回の研究では、P 波で 10kHz~20kHz、S 波で 500Hz~1000Hz の周波数範囲で減衰を求めた。

結果として、ハイドレート層において高減衰が示された。一方、 Matsushima(2006), 

Matsushima(2007)ではオフセット VSP データを用いて 30Hz~110Hz の範囲で PSW-1 における

減衰を SR、CFS により求めているが、ハイドレート層において顕著な高減衰は求められなかっ

た。この結果と今回の結果により、減衰は周波数に依存するということを間接的に示している可

能性がある。 

VSP の周波数範囲で高減衰が確認されなかった理由として考えられるものの一つは、ハイドレ

ート層の薄さである。先述のように、南海トラフのハイドレート層は Mallik 2L-38 などと異なり

薄い層が互層に入り込んでおり、合計した層厚も薄い。そのため、音波検層よりも長波長の VSP

で得られた地震波にはハイドレート層による減衰への影響が確認できなかったということも考え

られるだろう。 

また、もう一つ考えられる理由としては、Chand and Minshull (2004)が提唱したハイドレー

ト層自体の減衰現象の周波数依存性である。これによると、音波検層の周波数領域においてはハ

イドレート、固体粒子、間隙水の多孔質媒体間の相互作用が音波検層の波形に影響し、ハイドレ

ート層で流量が増加、結果的に減衰も増えるとしている。しかし、低周波域ではこの相互作用は

無視しうるものとなるため、VSP の範囲では減衰に影響を及ぼさなかったというものである。 

Patton (1998)は、狭い周波数帯域では減衰は周波数に依存しない点を指摘している。一方、

Adam et al. (2009)による実験では炭酸塩岩における減衰の周波数依存性が示されている。一般に

取得されるデータは内部減衰だけでなく散乱減衰も含むことから、Vlastos et al. (2007)はフラク

チャーなどに起因する散乱減衰は周波数に大きく依存すると指摘している。実際の減衰が周波数

に依存すると考えるられる場合、今回のように周波数に依存しないとして算出した値は修正が必

要となるだろう。一方で、Adam et al. (2009)は 10Hz~100Hz のような地震探査で広く用いられ

る周波数の範囲では減衰は一定であったとも指摘しており、また Vlastos et al. (2007)は、散乱減

衰がどの程度周波数に依存するかはフラクチャーの密度や形状などといった、散乱減衰の要因と

なる要素により複雑に影響を受けると言及している。 

 Zhan and Matsushima (2018)では、本研究と同様に南海トラフ海域のメタンハイドレート賦存

域、PSW-1 における音波検層と VSP の波形データを用いて減衰を算出し、異なる周波数帯域に

おける減衰の周波数依存性に関して検証し、複数の岩石物理学モデルから、P 波音波検層では

Squirt flow、ハイドレート粒子間及び砂粒子間の孔隙における Biot-Squirt flow が減衰メカニズ

ムとして支配的であることを示している。また、ハイドレート結晶内のミクロスケール孔隙のア

スペクト比及びハイドレート飽和率が周波数依存性に大きく影響するとしている。 

 後者の飽和率に関して、Zhan and Matsushima (2018)では、粒子間の浸透率が大きい場合、比
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較的低周波で減衰が大きくなることを示している。砂粒子間の浸透率はハイドレート粒子間の浸

透率より大きいと考えられ、また、泥層などを考慮しないハイドレートと砂の二層モデルではハ

イドレート飽和率は砂粒子の占める割合と同義と考えられる。その場合、砂粒子間とハイドレー

ト粒子間の浸透率の差、ハイドレート飽和率によるそれぞれの占める割合などが、周波数による

減衰の変化の要因となるというものである。 

周波数依存性の問題は扱うデータにより細かく分類していく必要があるだろう。扱うデータの

周波数帯を考え、比較的低周波の場合には、砂粒子間に起因する減衰が大きい値を占めることが

考えられ、その場合内部減衰とその他散乱減衰などをより正確に分離する手法を考えることも、

本問題に対する有用なアプローチになると考えられる。より多層モデルや広範囲の周波数帯など

で検証を行い、データを増やしていくことで減衰の周波数依存性、ある周波数における減衰の支

配要因などを分類することは、今後減衰を実践的に取り扱っていく上で必要であるだろう。 

 

5.6 ハイドレート生産井決定における減衰情報の貢献可能性 

ハイドレート探査の最終的な目的は、エネルギー資源としてのハイドレートを、採算が見込め

る方法で採取することになるだろう。従って、三次元的に資源量を見積もることばかりではなく

適切な生産箇所の特定を行うことが必要になってくる。その目的において本研究で取り上げた減

衰、また検層データは将来的にどのような意味を持つだろうか。 

検層データに関して、その解析は二次元、三次元で取得したデータの解析において参照点とな

りうる。ハイドレートを生産するには掘削しなければならないが、そのためには広範囲で取得さ

れたデータを解析し、地下構造を推定できなければならない。そのようなことを考えると、坑井

で得られた情報を参照点としてその情報を空間的に拡張する必要があり、坑井位置において確か

な指標として用いることができる減衰情報が一つ増えることは大きな寄与となると考えられる。

速度と同様にハイドレート層で特徴的な値をとり、更に速度が上手く取得できないガス層でも本

研究ではある程度安定的に減衰値を計算できた減衰は、ある地点を基準として、特徴的な差異か

らハイドレート賦存域を探査するための一つの特性として考えることができるだろう。ハイドレ

ート層には付近にガス層が存在するケースが多いため、手法が確立されれば最終的な目標である

三次元的な地下構造の把握においても十分に役割を果たすことができると考える。 

 また、実際に生産するということを考えた場合、目的とするハイドレート層の飽和率ばかりで

はなく浸透率の情報も重要な問題であると考えられる。当然飽和率が低すぎては採算性などから

採取候補となりえないが、しかし飽和率が高くても浸透率が低い場合も生産は難しいだろう。 

 天満 (2016)、Yamamoto et al.(2019)に述べられているように、ハイドレートの生産において

は、固体であるハイドレートを分解してガスとして生産する手法が試みられている。図 1.2.1.1 の

ハイドレート安定条件を崩し、ガスと水に分離、ガスを採収するというプロセスであり、圧力を

下げる(減圧)あるいは温度を上げ(加熱)、分解条件に変える。あるいは阻害剤を添加して平衡曲線

をずらし、圧力・温度条件を安定領域から分解領域へ変える手法が考えられる。ハイドレートの

存在領域を考えると、減圧法あるいは加熱法が有力な手法であり、さらに加熱法は必要とされる

エネルギー量が大きいことから、減圧法が最有力であると考えられる。 
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 減圧法はハイドレートの存在する地帯で生産井を掘削、穿孔などにより生産井からハイドレー

ト層を通じさせる。そして生産井の水をくみ上げることで圧力を下げ、ハイドレートを水とガス

に分離するという手法である。ハイドレート層の圧力を下げるためにはハイドレート層までこの

減圧が浸透しなければならない。そのことを考慮すると飽和率が高すぎる場合には浸透できず、

ガスと水への分離が難しいと考えられる。そのため、ハイドレート層の浸透率を計算するという

ことが重要になる可能性がある。上述したハイドレート層における減衰メカニズムを考慮すると、

弾性波減衰は浸透率と密接に関連している。Zhan and Matsushima (2018)が述べるように、浸透

率が高減衰を示す周波数帯域に影響するならば、様々な周波数帯域で減衰を求めることである地

層の浸透率も算出できるのではないだろうか。Zhan and Matsushima (2018)では泥層やガスが地

層の孔隙に入った際の影響などは考慮していないため、今後の課題としてそれらの影響に関する

研究は必要となるだろう。しかし減衰から浸透率を計算できれば、速度、減衰により算出した飽

和率に加えることで実際にハイドレート層からガスを生産する際に大きく貢献できるだろうと考

える。 
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6 結論 

 本論文では、音波検層波形データを用いて地層の減衰特性を評価する解析手法において、既存

手法である MFS 法を改良することにより性能向上を図り、さらに減衰解析結果の不確実性を定

量的に評価する手法を提案した。減衰解析において広く使用される SR 法や CFS 法と比較した場

合の MFS 法の利点は、Mean-median 法に基づいて S/N 比を向上できる点である。しかし、その

一方で MFS 法の欠点として、基準となる減衰値を任意の深度で設定する必要があり、波形デー

タの S/N 比が低い状況では解析結果が基準値の選定に依存してしまう任意性が存在していた。本

論文ではまずこの点を解決する手法を考案した。この際、減衰解析に使用する受振器の組み合わ

せを最適化することにより、安定性を精密に制御できることも示した。さらには、従来の減衰解

析手法においては、不確実性の評価がなされてこなかったが、本論文では減衰解析結果に対して

定量的に不確実性を評価する手法を提案した。数値シミュレーションデータを用いて、既存手法

である SR 法、CFS 法、MFS 法と比較し、解析の安定性において提案手法が優れていることを示

した。なお、今回数値シミュレーションデータを用いた検討では、S/N 比の観点からの安定性を

評価したが空間分解能の観点や波動の幾何的拡散現象の不均一性による影響などの観点からの性

能評価も行っていく必要がある。 

 実フィールドデータにおける適用性評価として、東部南海トラフ海域のメタンハイドレート賦

存域において取得された音波検層データに対して提案手法を適用した。MFS 法の適用では、基準

となる減衰値に依存した任意性のある解析となったが、提案手法の適用ではそのような任意性の

無い安定的な解析が行えることを示した。また、減衰解析結果の不確実性の評価においては、減

衰が高い箇所で不確実性が大きくなっており、これは高減衰箇所では波形データの S/N 比が低く

なっていることにより解析精度が低下している点を示唆した。また、メタンハイドレート層にお

いては弾性波の高速度かつ高減衰が従来研究により指摘されていたが、本論文においてもそのよ

うな特異な現象が確認された。さらには、ガスの存在に影響を受ける P 波減衰結果に比べて S 波

減衰結果の方がメタンハイドレート飽和率との相関が良い点も既存研究と調和的であった。ただ

し、今回算定した減衰値は既存研究の結果や他地域での結果に比べやや大きい値となっており、

その要因として散乱減衰、近接場効果、震源カップリングなどの影響が考えられる。特に、散乱

減衰の影響については、音波検層データ取得時の空間サンプリングが波長との比較において粗い

空間サンプリングとなっているために既存手法により散乱減衰効果が除去できない点を指摘した。

音波検層データ取得の仕様として、より密な空間サンプリングが実施されればこの点は解決でき

るであろう。 

 今後は、本提案手法を VSP データや反射法地震探査データなどに応用して、より広周波数帯域

を対象とした減衰解析手法を開発していくことで減衰特性を制御するメカニズムを解明し、地層

の物性評価解析手法として確立していくことが展望として考えられる。 
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